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平成２０年第２回 

美唄市議会定例会会議録 

平成２０年６月１６日（月曜日） 

午前１０時００分 開議 

 

◎議事日程議事日程議事日程議事日程    

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 一般質問 

 

◎出席議員出席議員出席議員出席議員（（（（１５１５１５１５名名名名））））    

  議 長  林   国 夫 君 

  副議長  内馬場 克 康 君 

   １番  吉 岡 文 子 君  

   ２番  森 川   明 君 

   ３番  五 十 嵐 聡 君 

   ４番  高 橋 幹 夫 君 

   ６番  阿 部 義 一 君 

   ７番  長谷川 吉 春 君 

   ８番  米 田 良 克 君 

   ９番  白 木 優 志 君 

  １０番  小 関 勝 教 君 

  １１番  土 井 敏 興 君 

  １２番  本 郷 幸 治 君 

  １３番  紫 藤 政 則 君 

  １５番  谷 村 孝 一 君 

 

◎出席説明員出席説明員出席説明員出席説明員    

 市     長  桜 井 道 夫 君 

 副  市  長  佐 藤 昭 雄 君 

 総 務 部 長  板 東 知 文 君 

 市 民 部 長  岩 本 良 一 君 

 保健福祉部長兼福祉事務所長  中 川 直 紀 君 

 商工交流部長  岡 嶋 博 文 君 

 農 政 部 長  林   信 孝 君 

 都市整備部長  山 口 隆 慶 君 

 市立美唄病院事務局長  奥 山 隆 司 君 

 消  防  長  佐 藤 賢 治 君 

 総務部総務課長  小 橋 一 夫 君 

 総務部総務課総務係長  村 上 孝 徳 君 

 

 教育委員会委員長  白 戸 仁 康 君 

 教  育  長  村 上 忠 雄 君 

 教 育 部 長  安 田 昌 彰 君 

 

 選挙管理委員会委員長  熊 野 宗 男 君 

 事 務 局 長  大 道 良 裕 君 

 

 農業委員会会長  佐 藤 博 道 君 

 農業委員会事務局長  山 崎 一 広 君 

 

 監 査 委 員  川 村 英 昭 君 

 監査事務局長  嵯 峨 和 樹 君 

 

◎事務局事務局事務局事務局職員職員職員職員出席者出席者出席者出席者    

 事 務 局 長  藤 井 英 昭 君 

 次     長  中 平 匡 司 君 

 

午前１０時００分 開議 

●議長林 国夫君 これより本日の会議を開

きます。 

 

●議長林 国夫君 日程の第１、会議録署名

議員を指名いたします。 

６番 阿部義一議員 

７番 長谷川吉春議員 

を指名いたします。 

 

●議長林 国夫君 次に日程の第２、一般質
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問に入ります。 

 発言通告により、順次発言を許します。 

 ３番、五十嵐聡議員。 

●３番五十嵐 聡議員（登壇） 質問の前に

６月１４日に発生した岩手・宮城内陸地震で

多くの死傷者が出ております。被災されまし

た方々に、この場を借りまして心からお悔や

みとお見舞いを申し上げると共に、改めて予

知できない地震の恐ろしさを知らされたとこ

ろでございます。 

 それでは、平成２０年第２回定例会に当た

り、大綱２点について市長にお伺いいたしま

す。 

 大綱の１点目は、農業行政について。 

 小麦、米、トウモロコシ、大豆などの基礎

食料農産物の国際価格が、年明けから高騰し

ており、国際的な自給の逼迫等、食料をめぐ

る情勢は、かつてない変化が起こっており、

その影響は日本の消費者や畜産農家にも及ん

でおりますが、多くの途上国の影響は深刻で

あります。 

 今年の農業白書は、６割を海外に頼る日本

の食の現状に、強く警鐘を鳴らしており、食

料基地、北海道としての重要性はますます高

まると考えます。 

 １点目に本市農業の今後の振興をお伺いい

たします。 

 ２点目、国内で消費される小麦粉の９割が、

国外からの輸入外国産小麦価格の高騰等から

安定確保が危ぶまれている中で、国内小麦粉

の消費量の１０％が米粉に置き変えれば、現

在の３９％の食料自給率が、４１％まで改善

されると試算されております。２１世紀農政

２００８では、米利用の新たな可能性の追求

を打ち出し、パンや麺類等への米粉の活用の

本格化が明らかになりました。 

 本市では、早くから美唄こめこ研究会が中

心になって、米粉の利用に取り組んできてお

り、多くの市民にも浸透して来ていることか

ら、米粉を製粉施設の取り組みについてのお

考えをお伺いいたします。 

 ３点目、２００５年の農林業センサスでは、

耕作放棄地は全国で３８万６，０００ヘクタ

ール、経営耕地の占める割合９.７％。 

 農水省は耕作放棄地対策として、今年の夏

に市町村と農業委員会が協力して実態を調べ、

耕作放棄地を農地と非農地に分類するとして

います。本市においての遊休農地、耕作放棄

地の実態をお伺いいたします。 

 ４点目、今後特に東の地域においては担い

手の高齢化、後継者不足、また、受け手も少

ない事から、遊休農地が出てくると考えます。

遊休農地の利活用対策をお伺いいたします。 

 ５点目、今年は雪解けも早く進み、渡り鳥

も例年よりも早くに飛来し、遅くまでとどま

っており、秋播き小麦の食害も、昨年よりも

多くあったように考えます。食害の被害額を

出すのは難しく、これまでのモニタリング調

査で、今後の対策をどのように考えておられ

るのかお伺いいたします。 

 ６点目、本年４月から５月にかけ、秋田県

の十和田湖と道内の根室管内別海町の野付半

島と網走管内の佐呂間町で、オオハクチョウ

の死骸が高病原性鳥インフルエンザに感染し

ていたことが判明いたしました。また、韓国

では鳥インフルエンザが多発しております。 

 本市には毎年数万羽の渡り鳥が飛来してお

り、万が一の発生に備えた、危機管理体制マ
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ニュアルが策定されているのかお伺いいたし

ます。 

 大綱２点目の、産業振興について。 

 茶志内にある空知団地は、国内最大級の内

陸型工業団地として、昭和５４年に造成分譲

販売され、地域や市も大きな期待を寄せてお

りましたが、長期間にわたり、新たな企業の

進出がありません。３月に中小企業基盤整備

機構は、空知団地を含む道内５団地の分譲価

格を、１年間限定で大幅に値引き販売の新聞

報道がありました。 

 まだ３ヶ月しか経過しておりませんが、キ

ャンペーンによる企業の動き、合わせて美唄

市はキャンペーンに、どのような関わりをし

ているのかお伺いいたします。 

 次に、空知団地にある第３セクター、美唄

ハイテクセンタービルは、思うように企業の

入居がなく、余りよくない状況が続いており

ます。現在の入居状況とどのような対策に取

り組んでいるのかお伺いいたします。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君（登壇） 五十嵐議員の質

問にお答えします。 

 初めに、農業行政について、美唄市農業の

振興についてでありますが、小麦等穀物価格

の国際的な高騰等により、食糧問題は世界的

な問題になっているため、国において食料供

給力の強化が打ち出される等、国内における

食糧の供給基地としての北海道の役割はます

ます高まっているところであります。 

 本市としましては、こうした状況を美唄農

業のチャンスととらえて、地域特性を活かし

て、米を中心とする多様な農産物を組み合わ

せた複合経営や、インターネットを含む直売、

他産業との連携による付加価値化の促進の他、

市内農家の高齢化・農家戸数の減少傾向等を

踏まえた共同化・法人化の促進等に取り組み、

経営の安定につなげてまいりたいと考えてお

ります。 

 合わせて、農業者の皆さんを初めとする農

協等の関係団体との連携の下で、理念と方向

性を明らかにし、地域資源を活かした安心安

全な農産物・農産加工品作り等、足腰の強い

農業・農村づくりを目指して取り組んでまい

りたいと考えております。 

 次に、米粉についてでありますが、国では、

国際的に不透明な食糧の需給事情に対応する

ため、米利用の新たな可能性として、主食用

だけではなく、米粉としてのパン、麺類等に

活用する取り組みを本格化することとしてお

ります。 

 本市においては、これまで市及び美唄こめ

こ研究会が中心となり、美唄産米を市外の専

門業者に依頼して製粉し、パン、ケーキ、菓

子、麺等の商品化や需要拡大を進めてきたと

ころであります。 

 米粉製粉施設の導入については、米粉の品

質やコスト面等の課題がある事から、今後関

係団体等と検討してまいります。 

 次に、遊休農地の利活用についてでありま

すが、国道から東の地域につきましては、本

年度、市と農業委員会が協力し、遊休農地の

調査を実施いたしますので、この調査結果を

基に、東地域を含めた市全体の遊休農地利活

用について、農業委員会と協議してまいりた

いと考えております。 

 次に、マガンの食害対策についてでありま

すが、市では、平成１４年度から農業者の皆
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さんに自己防衛のための防除資材として、ポ

ールと鳥よけテープを貸し出し、防除対策を

進めてきており、これまで一定の効果があっ

たものと考えております。 

 市としましては、東京大学大学院と連携協

力しながら、小麦食害調査を継続実施してお

りますので、今後とも効果的・効率的な防除

対策等の検討を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、鳥インフルエンザウイルスについて

でありますが、本年４月から５月にかけ、秋

田県の十和田湖と道内の野付半島、サロマ湖

で収容されたオオハクチョウが、高病原性鳥

インフルエンザウイルスに感染していた事が

判明いたしました。 

 本市では、オオハクチョウ２羽とマガン１

羽について、道の機関で検査を実施しました

が、いずれも陰性となっております。 

 鳥インフルエンザの対応につきましては、

マニュアル等は策定しておりませんが、死亡

した鳥を発見し、通報があった場合は、通報

者に素手で触らないよう注意を促すと共に、

迅速に鳥を収容し、道の機関に検査依頼して

おります。 

 また、鳥インフルエンザウイルスの感染が

確認された場合には、関係機関等と連携をと

り、速やかに対応してまいります。 

 次に、産業振興について、企業誘致活動に

ついてでありますが、工業団地を所有する中

小企業基盤整備機構は、本年３月１７日から

明年３月３１日までの期間を限定し、空知・

釧路地域の旧産炭地にある工業団地の「企業

立地応援キャンペーン」を実施しております。 

 その内容は、これまでの分譲価格を５割か

ら最大７割までの値引きを行い、道内外の企

業への周知を目的に、東京・大阪での企業誘

致応援セミナーの開催や、日本経済新聞を初

めとする新聞広告による啓発、または進出意

向調査の実施や首都圏・東海地方への企業訪

問を予定しているところであります。 

 本市といたしましては、このキャンペーン

に参画し、４月・５月に、旭川市近郊の５１

企業に対し、本キャンペーンの周知を目的と

した企業訪問を行っております。 

 現在のところ、本キャンペーンによる立地

の動きはありませんが、今後とも中小機構と

連携を図り、企業誘致の推進に努めてまいり

ます。 

 次に、美唄ハイテクセンターの実態につい

てでありますが、株式会社美唄ハイテクセン

ターは、全１４室、合計３５６坪の貸し室が

あり、現在財団法人自治体衛星通信機構や株

式会社美唄未来開発センター等６室の入居で、

入居率は４３％となっております。 

 入居募集活動につきましては、北海道等、

関係機関と連携を図り、コールセンター企業

等へのＰＲや企業訪問を実施しており、今月

６日には、道内で事業展開しているコールセ

ンター企業４８社に対して、進出意向調査を

実施しております。 

 今後、その調査結果を踏まえ、入居率の向

上に向けた誘致活動に努めてまいりたいと考

えております。 

 なお、遊休農地、耕作放棄地の実態につき

ましては、農政部長から答弁をさせていただ

きます。 

●議長林 国夫君 農政部長。 

●農政部長林 信孝君 遊休農地、耕作放棄
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地の実態については、私から答弁をさせてい

ただきます。 

 遊休農地、耕作放棄地の実態についてであ

りますが、本市におきましては、平成１７年

度農林業センサス調査において、遊休地が３

５ヘクタールとなっており、その割合は耕地

面積９，４４１ヘクタールの約０．４％とな

っております。 

●議長林 国夫君 ３番、五十嵐聡議員。 

●３番五十嵐 聡議員 ２点について、再質

問いたします。 

 マガンの食害対策についてでありますが、

ポールとテープの効果は低くなり、生産者は

手立てに困っております。 

 また、現行の小麦食害対策事業実施要領は、

廃耕してその他の作物へ転換した時、交付金

の差額だけの補償であって、実態にはそぐっ

ておりません。実効性のある中身に変えるべ

きではないかと考えております。 

 次に、鳥インフルエンザでありますけれど

も、宮島沼の周辺の住民にお聞きしますと、

水鳥・野鳥の死骸は珍しくはなく、特に関係

機関に連絡はしていないとのことです。過度

にあおることではなくて、危険性を認識して

もらう為に、状況を提供すべきであると考え

ておりますが、市長の考えをお伺いいたしま

す。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 五十嵐議員の質問にお答

えします。 

 初めに、渡り鳥の食害対策についてであり

ますが、当面は防除資材の貸与等、小麦食害

対策事業実施要綱に基づき、対応してまいり

たいと考えておりますが、本市と東京大学大

学院が協力しながら、食害調査を継続してお

りますので、今後とも連携を図りながら新た

な対策についても検討を進めてまいりたいと

考えています。 

 次に、鳥インフルエンザでありますが、宮

島沼には多数の渡り鳥が飛来することから、

対策といたしましては、鳥の排せつ物等に触

れた場合の対応や、衰弱したり、死亡した鳥

を見つけた場合の対応、連絡先等につきまし

て、広報紙等により周知してまいりたいと考

えております。 

●議長林 国夫君 次に移ります。 

 ４番、高橋幹夫議員。 

●４番高橋幹夫議員（登壇） 平成２０年第

２回定例会において、先に通告した通り、大

綱１点について、市長にお尋ねいたします。 

 その１つは、地方分権における市町村合併

についてであります。地方分権は地方公共団

体に地方自治の主体として、できるだけ多く

の権限や財源を移し、都道府県や市町村が自

主的・自立的に地域の実情に合った行政を展

開できるように、制度を変えて行こうとする

ものであり、自分たちの住んでいる地域のこ

とは、自分たちで決められる仕組みにしてい

こうとするものであります。 

 平成７年の地方分権推進法の施行、または

平成１２年の地方分権一括法の施行により、

地方分権の推進は、全国的にも実行の段階に

入ったと言われております。 

 明治以来、日本は中央集権型の行政システ

ムを形成することにより、急速な近代化と経

済発展を遂げることができました。しかし、

その反面、地方の自治を制約し、地域の多様

性を軽視する等の問題もあったと認識してお
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ります。 

 また、地方自治体を取り巻く環境は、急速

に変動しており、新たな時代の状況と課題に

集権的システムが適合せず、さらに地方分権

を加速させなければなりません。この地方分

権が推進されると、身近な地方公共団体で、

住民が自主的にまちづくりの仕事を決めるこ

とができるようになり、国、都道府県、市町

村のそれぞれの役割と責任の範囲が明確にな

ります。また、国の画一的な基準や、各省庁

ごとの縦割り行政に縛られず、地域の実情や、

ニーズに合った個性的な行政を展開すること

もできるようになります。さらには国の地方

自治体に対する手続、関与等が最小必要限の

ものとなり、労力経費等が節減されるととも

に、住民にとっても事務処理手続が簡素化さ

れると言われております。 

 美唄市においては、平成１３年より地域の

生き残りをかけ、関係省庁や役場内での協議

が始まり、その後、美唄市議会では、合併の

是非を問う市町村合併問題等調査特別委員会

や、単独で自立を目指すための自立推進等調

査特別委員会等を経て、美唄市が美唄市らし

い選択をしてきたことと認識しております。 

 そこで前段も述べた通り、地方自治体を取

り巻く環境が、急速に変動している中におい

て、現在まで美唄市単独の自立のシナリオが

どれだけ進行しているのか。その達成度につ

いて、また、その実情をどのように認識して

いるのかお尋ねいたします。 

 次に、美唄市は、平成１５年１２月に自立

の選択をした訳ですが、同じ頃に、国が強く

推進している市町村同士の合併を選択した自

治体も数多くあります。日本全体では、平成

１１年に３，２３２あった市町村が１８年に

は、１，８２１。平成２０年１１月には、１，

７８５の市町村になる予定であります。 

 北海道においては、平成２０年２月現在で、

２１２市町村から１８０市町村へと合併が進

みました。しかしながら、北海道は広大な面

積を有すると言った地域性等から、減少率は

１５．１％にとどまり、全国平均の４４．３％

からして、大きく後退していることが現状と

してあります。 

 合併の検討や、議論は、市町村や地域住民

が自ら主体的に行うことが重要であり、そう

した合併の検討を進める市町村に対し、北海

道も全力で支援をしていくという考えであり

ますが、平成２０年度は、新合併新法の期限

まであと２年となることから、地域において

合併の検討や議論を行う重要な年になること

を踏まえ、新たな財政支援を創設する等、新

法に基づく合併市町村への支援を拡充し、市

町村の合併に向けた取り組みを力強く後押し

していくものと伺っております。 

 そこで、美唄市は過去に自立か合併かの議

論は、膨大な時間をかけ、議論したことを承

知しておりますが、急激に変化する環境にお

いて、この全国的な合併について、どのよう

な見解を持っているかお尋ねいたします。 

 合わせて、現在道議会の目玉となる支庁再

編についての見解と、施行された場合の美唄

市における影響をどのように推測しているの

か、お聞かせください。 

 また、市町村合併においては、既に実施さ

れている自治体より、さまざまな課題や問題

点が出されております。そのため、国は、平

成１９年４月に地方分権改革推進法により、
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内閣府に、地方分権推進委員会を設置し、国

と地方の役割分担の徹底した見直しや、地方

財政制度の整備、行政体制の整備及び確立方

策といった調査審議を行い、さらに、平成１

９年７月には、最近の社会情勢の変化に対応

した地方行政制度のあり方や、市町村合併を

含めた基礎自治体のあり方を諮問する為に、

第２９次地方制度調査会を設置したと聞いて

おります。 

 前段に述べた道の合併に対する取り組みな

どを考えると、美唄市が以前に合併議論をし

た状況とは、大きく変化していることと考え

ますが、今後における美唄市の合併問題につ

いてはどのようにお考えなのかお尋ねいたし

ます。 

 次に、事務権限移譲について、質問させて

いただきます。道から市町村への権限移譲と

は、北海道がしている仕事の一部を、その財

源と共に市町村へ移し、市町村が自分たちの

判断で仕事ができるようにすると言うことと

承知しております。 

 一番わかりやすい事例としては、パスポー

ト申請であります。これまでパスポートを申

請する場合は、一度市町村役場に行き、戸籍

抄本をもらい、最寄りの支庁や札幌のパスポ

ートセンターに行き、申請手続をしてまいり

ましたが、パスポート申請の権限が市町村に

移ることで、市町村役場の窓口に行けば、１

回ですべての手続きが済むようになります。 

 このパスポートと似た事例として、除雪が

あります。現在道々の除雪は、北海道が担当

し、地域の土木現業所が対応しておりますが、

局地的な豪雪への対応は、そのまちで除雪の

判断や指示を出すのが一番的確と言われてお

ります。隣の町の奈井江町では、この権限移

譲により、道々の除雪をすることになりまし

た。これにより、奈井江町では、地元の除雪

業者を選定、委託できるようになり、今まで

道々では使用できなかった奈井江町の除雪車

両も投入できるようになったということであ

ります。現場の意見として、奈井江町役場ふ

るさと振興課では、夜間休日は町の職員が現

場に行って対応をしておりますので、住民サ

ービスについては向上して来たということを

伺っております。 

 地域に住む住民のことを一番よく分かって

いるのは市町村であり、そこで、市町村に国

や道が持っている権限や財源の多くを移譲す

ることで、住民の意思が行政に反映されやす

くなり、効率のよい仕事ができるようになる

と考えられます。 

 道では、平成１１年３月に、道州制に向け

た道から市町村への事務権限移譲方針を策定

し、毎年毎に市町村に移譲要望の照会を行い、

協議が整ったものから順次移譲するというこ

ととしており、要望照会に合わせて、市町村

向けの説明会を開催している他、要望にあっ

た市町村に対し、財政措置について事前に交

付金単価の差額を示すなど、市町村の検討に

資するよう、積極的な情報提案に努めている

と伺っております。 

 また、このように市町村への事務権限の移

譲については、市町村から要望に基づいて進

められているため、目標年次を示すことは困

難であるが、市町村が住民サービスの中心的

役割を担う、地域主権型社会の構築に向けた、

着実な一歩を踏み出すことが出来るよう、事

務内容の説明や協議などを通じて、より多く
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の市町村の理解を上げることにより、一層の

推進を図っているものと伺っております。 

 道が所管する約２，５００の事務事業約４，

０００条項の権限のうち、１８９の事務事業

２，０５４条項の権限を、市町村への移譲を

対象とし、権限移譲に合わせて事務権限移譲

リストとして提示しており、リストでは、事

務事業権限を移譲に当たって特段の条件のな

いもの、受け入れ体制等の条件整備が必要な

もの、法制度の改正等が必要なものに区分し

ており、このうち移譲に当たって、特段の条

件がない事務権限については、早期に全市町

村に対し、移譲が行われるよう整備され、ま

た移譲に当たって専門的な知識を有する職員

の確保や、受け入れ体制等の条件整備が必要

な事務権限については、既に条件を満たして

いる市町村に対して、早期に移譲が行われる

よう整備が進んでおり、条件を満たしていな

い市町村においても、必要な条件整備が進む

よう対処していると伺っております。 

 そういった中において、美唄市における事

務権限移譲の現状と認識をお聞かせください。 

 私は、この事務権限移譲は、決して国や道

の押しつけではなく、各市町村の同意を得て

から行われることが望ましいと考えておりま

す。地域のことや市民の生活に身近なことを、

家庭の事情をよく知り、市民の声が届きやす

い市町村で決められることができれば、さら

によりよい行政サービスにつながるのではな

いでしょうか。 

 今後の美唄市におけるさらなる取り組みに

ついてお考えをお聞かせください。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君(登壇) 高橋議員の質問に

お答えします。 

 初めに、地方分権について、自立のシナリ

オについてでありますが、平成１５年に、市

町村合併議論の際にまとめた「美唄市自立の

シナリオ」につきましては、平成１７年２月

に美唄市自立推進計画として、本市の自立に

向けた具体的な取り組み事項を改めて整理し

たところであります。 

 この計画は、昨年８月にまとめた見直し版

の段階で、取り組み項目数は１３３となって

おり、このうち実施済あるいは実施中のもの

は、平成１９年度末で９１項目、割合として

６８．４％となっております。また、本年度

実施の教育研究所の廃止、下水道使用料改定、

総合体育館・体育センターの指定管理者導入、

茶志内中・西美唄中の配置見直しを加えると、

９５項目７１．４％となります。 

 自立推進計画については、今後新たに策定

する財政健全化計画に合わせ、内容の見直し

を行うこととしており、一層の行財政改革を

進めてまいりたいと考えております。 

 次に、市町村合併に対する考え方について

でありますが、市町村合併は、住民の判断で、

その自治体を活性化させるための手段であり、

いわゆる「平成の大合併」で、全国的には多

くの合併が実現しておりますが、北海道では、

行政面積の規模や積雪寒冷地であること、あ

るいは財政状況の悪化などの状況もあり、合

併のメリットが見出せない市町村が多かった

のではないかと受けとめております。 

 また、支庁制度改革については、道が示し

ている案の中で、１４支庁を９つの総合振興

局と５つの振興局に再編することとし、空知

支庁は道央総合振興局に再編され、その所在
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他は岩見沢市となっている事から、現段階で

は本市への大きな影響はないものと受けとめ

ております。 

 しかし、全道市長会としては、地域格差の

拡大などが懸念されることから、慎重に取り

進めるよう知事に要望しているところであり

ます。 

 また、今後の市町村合併に対する考え方に

ついてでありますが、平成１８年に公表され

た道の市町村合併推進構想では、空知Ａグル

ープとして、三笠市、月形町との組み合わせ

が示されております。私は自治の基本は、住

民の意思であり、市町村合併の議論に際して

は、まずそのことが前提であるという考え方

に立っております。 

 本市は、現在「自立と協働」をテーマとし

て、美唄らしい自治の仕組みづくりに取り組

んでいるところであり、道の市町村合併構想

については、市民の皆さんの意思を最大限尊

重することを基本に、慎重に対応してまいり

たいと考えております。 

 次に、事務権限移譲についてでありますが、

本市の状況としましては、平成１８年度では、

母子保健法に基づく未熟児の訪問指導に関す

る事務など２件、平成１９年度では、鳥獣の

保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づき、

有害鳥獣の捕獲等の許可に関する事務等１６

件、平成２０年度では、中小企業等協同組合

法に基づく、組合の設立及び共済規定の認可

等に関する事務等２６件で、過去からの移譲

も含めて、平成２０年４月現在で、２１９項

目の事務権限が移譲されております。 

 今後におきましても、移譲に伴い必要とな

る組織体制や経費の他、交付される委託金の

状況などを総合的に勘案し、市民の利便性向

上につながるもの等について、優先的に進め

てまいりたいと考えております。 

●議長林 国夫君 ４番、高橋幹夫議員。 

●４番高橋幹夫議員 さらに理解を深めるた

めに、自席から何点か質問させていただきた

いと思います。 

 まず初めに、市町村合併についてでありま

すが、自立推進計画については、今後新たに

策定する健全化計画に合わせて、内容の見直

しを行っていると。そして、さらに、行政改

革を進めてまいりたい、というようなご答弁

をいただきました。 

 この策定計画のポイントと健全化に向けた、

さらに加速させる行政内容、改革内容とは一

体どういうものなのか、まずお聞かせいただ

きたいと思います。 

 また、実際に合併を進められている市町村

において、合併のメリットが見出せなかった

ということでありましたが、このことは実際

に合併を行っている自治体より意見を収集さ

れていたのかということで、内容を受けとめ

ているのであれば、お聞かせ願いたいと思い

ます。 

 次に自立を目指す美唄市に対して、道は空

知Ａグループとして、三笠と月形との組み合

わせが示されたというようなご答弁をいただ

きましたが、これに関して道より事前の協議

がなされたと思いますが、どのような内容で

あったのか、またその内容に対して美唄市が

どのような態度を示したのかをお聞かせいた

だきたいと思います。 

 それと、地域振興の観点から支庁再編なん

ですけれども、現段階では大きな影響はない
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だろうというようなことでございますが、こ

の辺についてもう少し分かりやすく、お聞か

せいただきたいと思います。 

 それと市町村合併の最後なんですけれども、

市民の、住民の意思を、最大限尊重するとい

うことを基本に、慎重に対応していくという

ことでありますけれども、その慎重に対応し

ていく、その根底となる市民の意思確認、こ

ういったものは、どのように行われるのか、

また、それはどういったタイミングで行われ

るのか、お聞きしたいと思います。 

 それと、事務権限についてでありますが、

今後においても、移譲に伴う必要な組織体制

や、経費、そういったことと、それから市民

の利便性こういったものを優先的に勘案し、

優先的に進めていきたいというようなご答弁

でしたが、今後の展開に反映させていくため

にも、いくつかお伺いします。 

 事務経費の進め方なんですけれども、移譲

に向けての準備を進めるに当たって、道の協

議において、特に留意された点、そういった

ものがあったのでしょうか。事務権限という

のは、いろんな規制があると思います。２万

７，０００人という美唄市の人口規模で、実

際にその弊害になった点とか、受けられなか

ったものがあったのであれば、お聞かせいた

だきたいと思います。 

 それと、市町村からの要望によって、この

事務権限移譲は進められるということであり

ますけれども、これについては、美唄市にお

いて、どのように全庁的な協議をされ、その

根拠となる市民の要望はどのように反映され

てきたのか。また、今後も市民要望を聞く機

会を設けて行くのか、お聞かせいただきたい

と思います。 

 最後に、この事務権限は職員が少なく、事

務権限を受けても、予算の規模の割には仕事

が増えて大変だという声も全道的な職員の声

として伺っているところでございます。 

 そこで、庁内規模に見合った事務権限移譲

とは、どのように理解をされているのかお聞

かせいただきたいと思います。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 高橋議員の質問にお答え

します。 

 はじめに、自立推進計画についてでありま

すが、見直しのポイントとしましては、「自立

と協働」をキーワードとして、財政健全化と

ともに、一層の行政経費の削減と収入確保に

努めると共に、協働のまちづくりの視点を加

えてまいりたいと考えております。 

 次に、市町村合併のメリットについてであ

りますが、市町村合併を行った自治体のその

後の検証については、空知支庁を通じて道に

要請をしております。私としてもその点を是

非、知りたいと思っております。 

 道の市町村合併の推進構想に際しましては、

これは事前の協議はなく、策定後に「おおむ

ね人口規模を３万人とする」などの基準より、

組み合わせを決めたもので、「議論の出発点と

して活用するもの」であることや、「地域住民

の意向に基づく市町村の自主的、主体的な検

討の結果は最大限尊重すること」などを空知

支庁から説明を受けたところであります。 

 本市では、市町村合併の議論に際しまして、

市民アンケートを実施し、結果として自立を

選択したところであり、今後も、市民の皆さ

んの意思を最大限尊重することを基本として、
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対応してまいりたいと考えております。 

 次に支庁制度改革についてでありますが、

道の案では、道央総合振興局は空知支庁の所

在地である岩見沢市に置かれ、地理的に変化

がないこと、総合振興局の機能として、地域

振興や道民生活、産業振興、社会資本整備な

どの機能が引き継がれることなどから、現状

本市としては大きな影響ないものと考えてお

ります。 

 次に、事務・権限移譲でございますが、こ

れまで事務量や専門職の配置など、必要とな

る条件整備に留意しながら、全庁的な協議を

通し、取り組んでまいりました。課題としま

しては、本市のような小規模な市にあっては、

専門的な職員の配置など組織体制やそれに見

合う交付金など、慎重に検討すべき事務権限

もあります。 

 今後におきましては、市民及び事業者の要

望の把握に努めるとともに、実際の事務と道

との協議を通じて、市民の利便性向上を図っ

てまいります。 

●議長林 国夫君 ４番、高橋幹夫議員。 

●４番高橋幹夫議員 それでは、最後、事務

権限移譲に対して１点だけさせていただきた

いと思います。 

 市民それから業者の要望の把握に努め、そ

して、利便性を図って行くということであり

ましたが、市民や事業者の要望の把握につい

て、現段階で具体的な何か方法があれば、お

聞かせいただきたいというふうに思います。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 高橋議員の質問にお答え

します。 

 事務権限移譲についてでありますが、市民

や事業者の声を、実際の事務やまちづくり懇

談会など、様々な機会を通じて把握してまい

りたいと考えているところでございます。 

●議長林 国夫君 次に移ります。 

 ８番、米田良克議員。 

●８番米田良克議員（登壇） ２００８年第

２回定例会に当たり大綱３点について質問を

いたします。 

 １点目は、市の所有建築物の耐震状況と対

策についてお尋ねをいたします。 

 私は、５月１２日に発生した、中国・四川

大地震の被害状況をさまざまな形で、見たり

聞いたりした中で、この質問をしなければと

いうふうに考えたところでございますが、た

またま、１４日の朝、岩手・宮城内陸地震非

常に大きな地震が国内で発生いたしました。

これもまた尊い犠牲が出たり、そして、まだ

まだ被害状況は実際のところはわからないと

いう状態です。 

 冒頭、不幸にして、お亡くなりになった方々

のご冥福を心からお祈りしたいと思いますし、

それから、被害を受けられた方、多数の皆さ

んが１日も早く立ち直られるように、心から

お見舞いを申し上げたいと思います。そして、

中国の被災地にも、日本からいろいろな形の

支援の活用がなされました。また、土曜日に

発生した岩手・宮城内陸地震でも、非常に厳

しい状況の部分もあるようですけれども、多

くの支援の方々が現地に入っています。活動

をされているということを、改めて敬意を表

したいというふうに思います。 

 先月の中国の四川大地震の状況は、国土の

広さと今回の地震の規模の大きさ、それから

おかれている地形の状況等なかなか、十分に
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理解をしていない訳ですけれども、被災者が

８００万に及ぶという報道を聞きますと、ち

ょっと日本では、なかなか状況想像しにくい

というぐらいの大きな被害だなと思う訳です。

そして、人口が非常に多いということ、山間

地で山崩れ等によるダムがあちこちにできて、

その決壊の危険もあるという、非常に厳しい

状況におかれていて、日本では、近々の状況

でいえば、ここ 10 年程でいえば、阪神・淡路

大震災が非常に、私どもの経験でもないよう

な、大きな被害を出したということで驚きを

もって見た訳ですけれども、それでこういう

ような状況というのは、私たちのまちでは起

きないのかということを、どうしても考えな

ければならないと思います。 

 とりわけ四川の大地震の場合には、さまざ

まな被害があったんでしょうが、まず最初に

集中的に報道されてきたのは、多くの学校の

倒壊とそこでの子供たちの被害ということで

す。これは先日も同僚議員の方々がとり上げ

ておられた問題であります。 

 このようなことが起きては困るということ

は、全くそのとおりなんですが、しかし何年

か前です。活断層がこの美唄の下もずっと通

っている。北から南までだいぶん長い断層で

す。ということが報道されました。そうする

と、やはり今までの経験だけを基にして考え

ていたのでは、地震被害への対応はなかなか

とり難いというふうに思う訳です。 

 最初にこの被害状況、今回の分も含めてお

考えいただいて結構ですが、市長はこれらに

ついて、どんな受けとめ方をされて、そのこ

とから美唄の状況をどんなふうにお考えにな

るのか。なろうとしているのか。そのことを

最初にお尋ねしたい。 

 それから２つ目は、建設年度による建築基

準から安全危険の判断をどういうふうにされ

るかということです。 

 市は、たくさんの建築物を所有している訳

であります。その中でも、常時多くの市民が

出入りする建物、あるいはその地域の市民生

活に大きな意味を持つ建物、それから、市民

が常にその建物の中で暮らしている、そこに

いなければならない建物もあります。それに

学校・幼稚園・保育所など、子ども達が中心

の建物、その他と大まかに分けて、建築基準

法が昭和５６年から新基準になったという事

もお聞きしておりますので、それらの基準か

ら判断して、新基準で建てられたものは、ま

ずまず安全度が高いということですから、そ

れと旧基準で心配のあるもの、その数をお伺

いしたい。 

 次に、安全であると言うことと、それから

安全、間違いなく安全だということが言えな

いという、旧基準の建物がある訳であります。

ところが、それらのものが特段の区別なく、

災害時の避難所に市が指定している建物、数

少なくないと思うんです。これらの耐震対策

はどうなっているのか。対策や耐震改修の年

次計画がつくられているか。つくられている

とすればお示しをいただきたい。 

 大綱の２点目は、道営住宅建設の新聞報道

と市の間かかわりについて、お尋ねをいたし

ます。 

 ４日付けのプレス空知を見てびっくりいた

しました。一面の大きな見出し付です。写真

付の記事です。私は、あの記事を見て思い出

したのは、１月以上前になると思うんですが、
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どなただったか記憶はないんですが、市の駐

車場の跡に住宅が建つんだけれども、本当か

いという話を聞かされた。それで、いやいや

そんな話は全く聞いていませんと議会でも、

何の話もありません。ちょっと考えられませ

んねと返事をしたんです。 

 ところが、４日の新聞を見ると、すぐにも

建ちそうな話が載っている訳です。しかも内

容がかなり具体的でありまして、道議の談話

を記事にしたという形で書かれております。

記事の調子とか書き方で言えば、政治家の手

柄話をまとめられたのかという感じもあった

んですけれども、一面トップの記事だけでな

くて、同じ日の８ページには、道政報告とい

う形でもさらに載っていた。ああ、これはま

た間違いのない話かなという感じを持った訳

で、この新聞記事の内容についてお伺いをし

たい。どんなふうに捉えられているか。 

 合わせて、このことについて、今日、あん

な形で出るというまでには、市が関わりを持

って来ておられるんだと思うんです。それで、

市がどんな関わりを持っておられたのかとい

う事を、あの記事の中で言われている、建て

られる道営住宅について、市の意見反映がど

んなふうになっているのかという事もお聞か

せをいただきたい。 

 ３つ目は、２１世紀まちづくりプランとの

関わりについてであります。 

 私も、後期計画等見たんですが、道営住宅

については、現状あるものを維持管理してい

くというくだりしか全くありませんで、関わ

りが見られないということなんで、その関わ

りについてお尋ねをしたい。 

 ４点目は、中央駐車場に住宅が建つという

話です。道が、あの場所を買い上げるんだと

いうことも書いてありました。ただ、皆様ご

存知のように、中央駐車場は毎日結構たくさ

ん車が止まっています。あれは夜になると消

えますから、だからあの辺で働いている方々

が乗ってきて止めている。今は料金もとりま

せんから。そういう形で使われて、大変多く

の市民が利用していると思うんです。その他

に街へ出てきての買い物客とか、スエヒロで

何か用事があれば、それに参加する方とか、

こんなふうに利用されていると思うんですけ

れども、あそこに住宅が建っちゃうと、駐車

場無くなる訳です。 

 さて、これは街としてはどうなるのかとい

うことの疑問があります。それから、道営の

美の里団地が今度は市の方に移管されるとい

う記事もありまして、美の里団地というのは、

現状どんなふうになって、市に移管されると

すれば、それはどんな運営の仕方になるのか。

移し方ですね、そういうあたりについてお尋

ねをしたいと思います。 

 大綱３点目は、教育行政について、教育長

にお尋ねいたします。 

 １つ目は、学校職員評価制度についてであ

ります。 

 本年度から、この学校職員評価制度という

のがスタートしたということ聞きました。今

まで全然聞いたことはないというものです。

学校職員評価制度という訳ですから、先生方

を評価するということだと思うんです。私の

感じとしては、先生方の仕事を評価するとい

うのは、なかなか難しいことだなと思います。

この言葉を見た時です。直感的にさてどんな

ふうにやるのかなというのを感じました。そ
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れでこの制度の目的・考え方、それから実施

までの経過、これらについてお聞かせをいた

だきたいと思います。 

 それから、先生方を評価するということに

なるとすれば、学校でその子ども達を教育す

る仕事をしている訳ですから、教育の仕事を

した結果、教育にどんな効果があったか。成

果があったかということが評価の対象になる

んじゃないかなという気もする訳で、それら

のその教育の効果とか、成果ですね。これら

の評価判定というのをどんなふうにされよう

とするのかもお聞かせください。 

 それから、この制度をこれから、今年スタ

ートしたという訳ですから、どんなふうに運

用していくという考え方なのか。そこもわか

りませんのでお尋ねをしたいと思います。 

 ２つ目は、学校配当予算についてお尋ねし

ます。各学校の配当状況についてです。昨年

との比較を含めて、どんなふうな内容になっ

ているのか。私も昨年何度かお金の話を取り

上げましたが、何処の学校の話聞いても、厳

しい厳しいという話ばっかりなものですから、

さて今年の状況はどんな状態なのかなという

ことをお尋ねしたい。 

 どうしてもこの予算の話になると、父母負

担の問題が話題になります。父母負担軽減に

ついて、今年はどんなふうな状況であるか。

それから、現在時点でのことでありますけれ

ども、教育委員会が各学校へ今年の活動の予

算配当を終えた段階で、なお課題があるとい

うものがあるとすれば、それについてもお尋

ねしたいというふうに思います。 

 ３つ目は、日の丸君が代の学校での強制実

施についてお尋ねをします。 

 今年も３月に卒業式、４月に入学式という

ふうに終わった訳で、これらの状況について、

大まかにお尋ねをしたい。 

 それからもう１つは、私は最近はかなり頻

度多く、この問題をこの場で取り上げさせて

いただいて来ています。その時に、私の考え

方を申し上げるということが結構ある訳です

けれども、これを考えてみますと、私は、昭

和１４年生まれ、１９３９年なんです。小学

校に入ったのが、昭和２１年、日本が戦争に

負けた翌年の４月に入っています。 

 学校のことで思い出しますのは、例えば２

１年に学校に入ったんですけれども、学校に

入る前の記憶として、今もうないんですけれ

ども、鮮明に残っているのは、私の入った小

学校は沼東小学校、学校の前を通る時に必ず

私が通る道路と、川を隔てて沼東小学校があ

る。その校舎の前に多分レンガだったと思う。

非常に頑丈な建物があって、そこの前を通る

時に必ず立ち止まって礼をして通るんです。

私は我路に居ましたから、その出入りする時、

必ず沼東小学校の前を通るんです。だから子

ども心に、そうせねばならないものだという

事が、これは強く今も残っている。自分の姿

が浮かびます。 

 小学校に入学してみて分かったことは、体

育館のステージの後ろがよくわからなかった

んですが、切れ目が入っているんです。後で

わかったのは、あそこは開くようになってい

るんです。開いて扉があって開いて、中にも

物が納まるように、そういう仕組みで体育館

のステージに後ろが作られた、これは、私が

頭を下げた所は、後で分かったんですが、奉

安殿と呼ばれる所で、天皇の写真が収められ
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ている。御真影という言葉を使って御真影と

勅語が納められている。そして、式の時にそ

れが奉安殿から運び出されて、そのステージ

の後ろの扉を開けて納める場所に収めるとい

う形です。これをいわば拝礼をする訳です。 

 私は今申し上げたように、昭和２１年の入

学ですから。いわゆる天長節とか紀元節とか、

その手の式に参加したという経験がない訳で

す。その時はもうやられなくなった。そうい

う形であったと。それから、中学校の時のこ

れも沼東中学校ですが、校長が堀川カズエさ

んという人だったんです。立派な校長だなと

いうふうに思っていました。それは、毎週月

曜日だったと思うんですけれども、朝会が外

でありました。私が入学した時、まだ沼東中

学校は体育館がなかった。３年生の時に出来

ました。外で校舎に囲まれた中庭で朝会をや

りました。校長は必ず話しをするんです。こ

の話が非常に中学生の子どもで聞いていても、

う～んというふうに聞けるような話を毎回し

てくれました。 

 ３年生になった時に、社会科の授業に校長

が来たんです。そして憲法の話等を校長が直

接教えるという形でやってこられた。これら

が学校時代を思い出す時、非常に強く自分の

中に残っています。高校は美唄東高校で、３

年間を過ごしました。後は、当時学芸大学と

いった大学へ進んだ訳です。 

 １年生の時は警察官職務執行法の改正とい

うのがあった。これは絶対に許す訳にいかな

い。反対しなければならない。学生自治会が

反対運動をやる。それに私も参加をしました。

しなきゃならんかなという気持ちで。これは

幸い廃案になったんです。 

 ３年の時がちょうど１９６０年、６０安保

Ａ級戦犯だった岸信介総理が日米安保条約を

改定しなきゃならないということで、それま

でアメリカから、日本が受けるだけの内容だ

ったものを、アメリカから受ける、日本も返

すという、片務的な内容から、双務的な内容

に変えるということで、全国的な大反対運動

が起こった。国会を連日１０万人規模のデモ

が囲むとそういう事態になりました。 

 そういう反対運動の厳しい中で、６月１５

日には樺美智子さんという人が東京で亡くな

ったということです。私は大学は全学ストラ

イキで、連日札幌でデモをするということで、

札幌中央警察署の前に、随分何回も座りこん

だ。そういう経験があります。まだヘルメッ

トを被った機動隊ではありませんでした。制

帽です。それで警棒を持って、学生のデモは

人数が少ないですから、ぐるっと警官に囲ま

れるような方法でやっていた。これが非常に

鮮明に残っています。 

 その後、教職についてというふうになるわ

けですけれども、私が毎回この問題で申し上

げる。私の考え方を申し上げている。その今

の考え方が出来上がって来たということには、

やはり私は生まれてからずっと育てられて、

あるいは学び、仕事について仕事をしてきた

という。歩いてきた道。これらが昭和６４年

に、平成元年に変わりました。だから昭和の

４０年、約５０年ですね。それから平成にな

っての２０年。こういう歴史が、私に今こう

いう発言をさせているというふうに思う訳で

す。 

 それで、教育長に毎回ご答弁いただいてい

る訳ですけれども、教育長が昭和の時代から
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どういうものを学ばれておられるか。そして、

今たまたま教育委員会教育長として、仕事を

されている訳ですけれども、その仕事をされ

るベースになっている考え方というものを、

どんなふうに昭和から学ばれたのか。そのこ

とをお聞かせいただきたいと思います。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君(登壇) 米田議員の質問に

お答えします。 

 初めに、所有建築物の耐震状況と対策につ

いて、中国・四川大地震の被害状況について

でありますが、このたびの地震は、マグニチ

ュード８という記録的なものであり、報道に

よりますと、人的被害は死傷者４４万人、建

物被害は倒損壊４３７万棟、特に学校校舎の

倒壊が四川省だけで６，８９８棟にのぼって

います。 

 私としましては、地震などの自然災害が想

像もつかない被害を及ぼすことを再認識した

ところであり、市として市民の生命や財産を

守るという使命の重大性を改めて感じている

ところであります。 

 次に、建築年度による建築基準から安全・

危険の判断についてでありますが、建築基準

法における耐震構造基準は、昭和５６年に改

正され、昭和５６年以前の建築物は、震度５

程度の中規模地震に耐えうる、いわゆる旧耐

震基準だったものが、昭和５６年以降の建築

物から、震度６程度の大規模地震に耐えうる、

いわゆる新耐震基準が適用されております。 

 市の主な建築物につきましては、地域福祉

会館では１５施設中、新耐震基準１２施設、

旧耐震基準３施設。小中学校では１２校中、

新耐震基準３校、旧耐震基準９校。幼稚園、

保育所では７施設中、新耐震基準１施設、旧

耐震基準６施設となっております。 

 また、総合体育館や温水プールについては

新耐震基準であり、市庁舎、市立美唄病院、

美唄市民会館、恵祥園・恵風園については、

いずれも旧耐震基準でございます。 

 次に、対策の年次計画についてであります

が、市の建築物については、半数以上が昭和

５６年以前に建設された、旧耐震基準による

ものであることから、耐震改修等の対応が必

要と考えております。 

 年次計画は定めていないところであります

が、今後、優先的に取り組むべき課題である

と認識しております。 

 次に、道営住宅建設の新聞報道と市の関わ

りについて、新聞報道の内容についてであり

ますが、現在の市営中央駐車場において、シ

ルバー住宅と子育て支援住宅の機能を持つ、

５階建４０戸の道営住宅を、平成２４年８月

頃の完成で建設予定としているほか、道営美

の里団地の事業主体変更等についての記事が

掲載されております。 

 次に、今日までの市の関わりについてであ

りますが、平成２０年度以降における道営住

宅の建設要望として、平成１９年４月に「道

営住宅整備協議書」を北海道建設部長あてに

提出しております。 

 内容につきましては、建設戸数が４０戸程

度で、敷地の位置は、まちなか居住の促進と

なる中心市街地、整備テーマは、「市街地中心

部における賑わい創出と子育て世帯の支援」

であります。また、事業主体変更の対象と考

える道営住宅は、「美の里団地」としておりま

す。 
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 今日までに敷地位置のほか、整備テーマに

対する市の役割、事業費用の収支等、道との

協議を進めてまいりましたが、今後所要の手

続を踏まえ、事業化に向けた協議を進めてま

いりたいと考えております。 

 次に、２１世紀まちづくりプランとの関わ

りについてでありますが、関連する個別計画

として、「美唄市住宅マスタープラン」で、ま

ちなか居住として、中心市街地の公営住宅整

備が位置づけられると共に、「公営住宅ストッ

ク総合活用計画」では、「道営住宅と連携をと

り、多様な公共賃貸住宅が選択できる環境整

備を図ること」としております。 

 次に、中央駐車場と美の里団地の現状につ

いてでありますが、中央駐車場の利活用につ

きましては、今後「美唄市中心市街地活性化

協議会設立準備委員会」による方向性も踏ま

え、エリア全体のあり方など検討してまいり

たいと考えております。 

 道営「美の里団地」は、昭和６０年度から

昭和６３年度にかけて建設された、２階建て

の公営住宅４棟３２戸で、住宅の入退去や日

常の修繕等については、市が道から委託を受

け、維持管理を行っております。 

 事業主体変更後における維持管理につきま

しては、今後、道と協議をしてまいりたいと

考えております。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君(登壇) 米田議員のご質

問にお答えいたします。 

 はじめに、学校職員評価制度についてであ

りますが、この制度の目的は、個々の教職員

が職務上の取り組みの自己目標を設定し、目

標達成に向けた努力や成果を評価することに

より、意欲や資質を高め、学校の活性化を図

り、その成果が児童生徒に還元されることを

目的としているものでございます。 

 なお、この評価は人材の育成が主眼であり、

人事や給与等への反映はされません。 

 制度の導入に当たっては、昨年１０月に試

行実施に向けた評価者研修が実施され、１１

月から試行実施の取り組みがスタートし、制

度の周知と理解を図って来たところであり、

本市におきましては、自己目標シートの記入

提出までを取り組みをしたところでございま

す。 

 この試行実施を踏まえ、本年４月から本格

実施となったものであり、本年度本市におき

ましては、６月１日を自己目標提出の基準日

として取り組んでいるところでございます。 

 個々の教職員の自己目標に対しましては、

達成状況や今後の課題などの自己評価、さら

には評定者による「職務分類」及び「意欲」

「能力」「実績」ごとに評価が行われます。 

 評価結果は、職員の自己研鑽への動機づけ

となると共に、校内研修の内容や校務分掌の

重点の決定に活用するなど、教育現場に生か

されるものと考えているところでございます。 

 次に、学校配当予算についてでありますが、

今年度と昨年度の配当予算の比較では、小学

校費の管理運営事業においては、全体で１.

７％、１４万４，０００円の減、教材購入事

業におきましては同額となっており、中学校

費の管理運営事業においては、３％、１６万

６，０００円の増。教材購入事業においては、

０．４％、９，０００円の増となっておりま

す。小学校におきましては、児童数が４．８％

の減少であることから、おおむね前年度配当
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と同程度の予算が確保されているものと考え

ております。 

 中学校におきましては、３校、西美唄・茶

志内・美唄中学校の統合によりまして、美唄

中学校の配当予算が増加となっており、全体

を引き上げた形になっておりますが、他の学

校におきましては、生徒数の減少幅程度の減

額となっております。 

 いずれにいたしましても、学校現場の状況

は厳しいものと認識しておりますことから、

中学校の統合による備品等の有効活用など、

さまざまな工夫を行いながら対応してまいり

たいと考えております。 

 次に、保護者負担についてでありますが、

文房具や補助教材などのように、児童生徒個

人の所有に関わるものや、社会科見学等、教

育活動の結果が、直接的に児童生徒個人に還

元されるものについては、保護者負担として

区分をしているところでございます。 

 また、保護者負担の状況につきましては、

教育委員会としても把握しておりますが、各

学校においては、それぞれさまざまな授業や

指導の工夫・改善、特色ある教育活動を展開

されており、それらの必要とされる経費によ

り、保護者負担も異なるものと考えておりま

す。 

 次に、教育委員会としての予算に対する課

題についてでありますが、厳しい財政状況の

中、一層の工夫・改善に努め、学校と一体と

なり、教育活動に支障が生じないよう取り組

んでいかなければならないものと、このよう

に考えているところでございます。 

 次に、国旗・国歌についてでありますが、

平成１９年度卒業式及び平成２０年度の入学

式におきましては、市内すべての小・中学校

で国旗掲揚、国歌斉唱が実施をされましたが、

数校で国歌斉唱時に一部教職員が不起立とい

う状況がございました。今後におきましても、

適正な国旗・国歌の指導が行われるように努

めてまいります。 

 次に、国旗・国歌との絡みで、昭和の時代

から学んだものについてございますけれども、

どこの国にも見られますように、戦前・戦中

におきましては、戦争の遂行に向けて、国民

の士気を鼓舞するために国旗・国歌が用いら

れた面もあったと思います。しかし、戦後に

おきましては、平和日本の象徴として国民に

も、また、国際社会にも広く認識されている

ものと考えております。 

 自国の国旗・国歌について、適正に指導す

ることにより、他国を理解し敬意を表する心

情が育つことからも、国際化が進む社会に生

きる児童生徒に、その指導がますます重要で

あるものと認識をしているところでございま

す。 

●議長林 国夫君 ８番、米田良克議員。 

●８番米田良克議員 一通り答弁をいただき

ましたが、一通り再質問をさせていただきま

す。 

 １点目の耐震状況とその対策についてお尋

ねをいたしましたが、現在耐震改修の年次計

画はないけれども、計画策定は優先的課題で

あるという答弁をいただきました。日常的に

生活をしていて、避難場所の表示はあちこち

見かけることができます。それから、まだ一

部ではありますけれども、町内会に自主防災

組織としての機能を備えてもらうなどの取り

組みも、数年前から始まっているというふう
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に思います。 

 ただ、今回の中国の非常につらい厳しい教

訓。そしてまた岩手・宮城内陸地震の被害状

況等、これらの教訓に学ぶならば、万一の場

合、市の主な建物、これらは避難所にもなる

訳でありますけれども、これらが機能しない

ということになれば大変であります。勿論学

校等、人的被害が出るのはあってはならない

ことだというふうに思います。 

 耐震診断、耐震対策というのは、診断をす

ることから、始まると思いますけれども、ま

だそこまでも手がつかない。金曜日の一般質

問の議論でも、何とか今年優先順位をつけた

いというお話でありました。それらを含めて、

耐震改修の年次計画をつくることに着手すべ

きだというふうに私は思います。それも可及

的速やかにということではないでしょうか。 

 現状を放置することは、市としての責任を

果たすことにはならないと思いますので、改

めて市長のお考えをお伺いいたします。 

 それから、道営住宅の問題ですが、今のご

答弁。昨年からの取り組みで、それが道への

協議書を出して、それが、今回そういう形に

なったということのようです。私も直接その

経過にかかわる立場になった訳でありません

から、よく理解できない部分もある訳ですけ

れども、今のお話ですと、美の里団地が今度

は市営住宅という形で市が引き受けて、管理

運営をしていくということのお話です。そう

すると、今の答弁では６０年から６３年の３

カ年で建設したものだということで、２０年

ないし２０数年経過をしている道営住宅を、

今度は市が引き受けて管理をしていくという

ことになるんです。 

 そのやりとりというんですか、そういうも

のについては、やはり、ルールがあってそし

て、それに従って行われる。そういうことだ

と思うんですけれども、これらどんなふうに

市が実施に関わって行くということになって、

心配することはその駐車場のところに新しい

道営住宅が建つ、そうすると、美の里団地は

市へ移管しますということで、それを引き受

けた住宅が、今度はその年数が経っていると

いうことで、例えば、修理が頻繁に行われな

ければならないとか、かかる経費がどんなふ

うになるのかということもあります。 

 それから、ただでくれるということはない

訳だと思うんです。道の財産ですから。だか

ら、新聞でもあの駐車場用地は道が買い上げ

るんだと書いてありました。そこら辺のやり

とりがどんなふうになるのかということです。

美唄市としてこの話が進むことによって、儲

かるというのはおかしいな、儲ける話じゃな

いですね。だから余計な負担をしないという

ことと、それから、市営住宅に移管後も通常

の健全な運営がなされていくということにつ

いて、どんなふうになるのかということをお

伺いしたい。 

 それから、内容の問題でシルバー住宅とか、

子育て支援世帯に入ってもらうというのがあ

りました。その高齢者に向けての対策という

かな、それは、ゆたかニュータウンで例があ

りますから、わかるんですけれども、子育て

支援世帯についてというのは、どんなふうな

ことになるのか、その辺もあわせてお伺いを

したいというふうに思います。 

 それから、道営住宅が約４０戸建つという

ことになるわけでして、美の里団地はそのま
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ま市営に移管するということで言えば、そう

すると、その市の持つ公営住宅が４０戸増え

るということになる訳です。そうすると、今

の市が道営の分も引き受けてやっている、そ

の公営住宅の運営の状況等から見て、数が多

くなった分が、もしかしたら余るのではない

か。そういう心配もちょっとする訳ですけれ

ども、例えば有為団地ですと、古いのを壊し

て、そこに入っていた人が優先的に入るとい

う事で、それと、曙もなくなったんですね。

そういう形で建て替えだということで理解も

できる訳ですけれども、今度の場合は、全然

ない所に新しく建つという格好で、住む人の

利便なんかは大変いいと思うんですけれども、

その辺がどんなふうになるのか承知をしてい

ませんから、よくわかんないんですが、それ

との４０戸との関わりがどんなふうになんで

しょう、影響がどんな形で出てくるか、それ

をどんなふうに市として受けとめているのか、

その辺をお聞きしたいと思います。 

 それから学校職員評価制度の問題ですが、

この評価をするというのは、さっきもちょっ

と申し上げたんですが、評価される教師がい

る。それから、評価する管理者がいる。この

どちらにも、新たな業務というものが入って

いくことになります。かねがね申し上げてい

ますが、学校は大変忙しくてなかなか時間に

余裕がない。十分、子どもと接する時間も取

れないということが今言われている訳です。

この制度の導入は学校の多忙化に拍車をかけ

るのではないかということを心配いたします。 

 それから、その導入されるようになったい

きさつの部分ですが、学校現場は、実施を要

請したものなのでしょうか。私はとてもそん

なことあり得ないなというふうに思っている

んですけれども。それから、その実施に至る

経過から考えてこの制度をつくって実施する

というのに、教育現場が関わりを持ったのか

どうか、そんな経過があるかもお伺いをした

い。 

 それから、学校の多忙感につながるという

ふうにお考えになりますか。現在も非常に時

間外勤務が多いということで言われている訳

ですから、その辺をお伺いしたい。教師と子

どもの触れ合う時間を奪う要素になるのでは

ないかということを心配いたします。 

 それから、学校の中に評価する人と評価さ

れる人がいるというふうになると、かねがね

学校というところは、活発な議論が行われな

ければならないということを申し上げてきて

います。しかし、残念ながら現在職員会議で

は、発言も少ない、あるいはほとんどないと。

そういう話を聞いています。その評価する者、

される者という関係ができ上がるということ

が、学校の議論のブレーキになるのではない

か。そういう心配をする訳ですけれども、い

かがなものでしょうか。そういうお話が低調

になるということになるのではないかという

心配です。 

 教職員の意欲・資質を高め、学校の活性化

が図られ、成果は児童生徒に反映されるとい

うことが目的だというんですけれども、そん

なふうに本当に制度の意図がぱっと生きるよ

うな形で学校に受けとめられるんでしょうか。

私は教育をめぐる状況として押さえているの

は、国家権力による管理統制の強化。この１

本道だなと、もう強力に進んでいる。その為

に何度も議論しましたが、教育基本法を無理
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矢理改正する、そして、別の内容に作り変え

てしまう。関連する法案も国会で強行採決し

て、それで具体化が今年おりてくる。学習指

導要領にも自民党と文部官僚で手を加えて、

愛国心を無理矢理盛り込むとか、どうも子ど

も達一人ひとりを大切にする、個性を尊重し、

自らの判断のできる国民に育て上げるという

のとは、反対の方向へ進んでいるというふう

に思っているんです。 

 真面目に子ども中心の教育を目指す教師が、

このような評価制度の中で意欲を高めて仕事

をするというのは考えにくい。さっき申し上

げたような目的というものが、この制度によ

って達成されるというふうに、本気でお考え

になっていらっしゃるんでしたら、そうなる

流れを是非説明をしていただきたい。そして、

ご答弁の中で、職員の自己研鑽への動機づけ

となるなど、教育現場に生かされるという考

え方を述べられましたけれども、これも極め

て疑わしいという気持ちをもっております。

考え方をご説明いただきたいというふうに思

います。 

 日の丸・君が代の問題ですが、かねがね学

習指導要領に基づいて、適正に指導を行われ

るように指導していきたいということをおっ

しゃられています。私も繰り返し、学習指導

要領が大綱的基準だということを申し上げて、

卒業式・入学式の具体的な内容にまで口を出

すことではないという事を申し上げてきてい

ますけれども、そのことがなかなか理解して

いただけない。北海道人事委員会は、これは

倶知安の事件ですけれども、この件の採決で

道教委が最初の採決に不満だとして、再審を

申し立てたけれども、これも却下しました、

この道の人事委員会の考え方についても是非

積極的、前向きに考え方を取り入れていただ

きたいなというふうに思っております。それ

から、教育行政も基本は憲法だということを

忘れていただきたくない。政権政党の考え方

がどんどん学校に入り込んでくる、それも行

政の筋道だというふうに受けとめることは、

私は間違っていると思います。大切な子ども

達を扱っている訳ですから、その教育に携わ

る責任の重さというものを改めて考えていた

だきたいというふうに思いますが、見解はい

かがでしょうか。 

 それから昭和の時代の問題なんですけれど、

歌と旗だけの問題じゃないんです。やはり日

本人として、昭和の時代から学ぶべきことを、

学ばなきゃならないというふうに思っていま

す。それは少なからずあります。少なからず

というのか、沢山あるというふうに思います。

そういうものについて、全くご答弁がありま

せんでした。 

 だから、その辺をもう少しお考えいただい

て、私は先ほど自分の生い立ちに関わる部分

でちょっとお話をしましたけれども、学校に

勤めるようになってから、ちょうど勤め始め

た頃からまだ当時、公務員賃金が低くて、学

校の先生というと、給料の安い職業の見本み

たいだった。そういう時代だった。その中で

当然、労働組合は賃金の改善引き上げ要求と

いうものを大きなテーマに掲げておりました。

だから、私もその中の一員として、単なる一

人の参加者として、何とかできるものはした

いというふうに思いました。これが運動を重

ねていくことにより、公務員はストライキが

禁止されている訳です。地方公務員法でね。
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これは教育長よくご存知のとおりです。にも

かかわらず、教職員組合はストライキをやら

なければ、賃金は改善されないというふうに

考えて一番最初にとったのは、午後半日でし

ょうか。年次有給休暇をとって。年休行使闘

争というふうに言いますけれども、そういう

始めで、それが、年休行使という方法によら

ないで、ストライキをやりますと宣言をして、

ストライキというふうにだんだん変わってい

くんですけれども、人事委員会の給与改善勧

告が出されても、当時は翌年の実施とか、早

くても１０月実施だった。１０月実施決まっ

て年末ですから、差額は２カ月分ぐらい出る。

それが実際にストライキ闘争を教職員組合が

やるようになって、教職員組合だけではない

ですね、他の公務員組合でも参加するところ

もある。その中でだんだん縮んでいく。９月

実施、８月実施、７月実施というふうに変わ

っていく。 

 もちろんその間処分もありました。懲戒処

分。懲戒処分を受けながらも戦う、それから

一方で裁判を闘っている他の労働組合のケー

スの中で、一時は最高裁判所の判決でも、公

務員のストライキを禁止している地公法は、

そのまま適用すべきではないという判決まで

いったんです。最高裁判決。これは東京都教

組事件という裁判だったんです。その前には

もう公労協なんかのいわゆる現業部門のスト

ライキはもうオーケーというふうになってい

ました。それで公務員ストもこれでやれるん

だというふうに思ったら、数年で最高裁は逆

転判決出します。やっぱりだめだ。そういう

経験を積んできて、国家権力というのは、決

して働いている公務員を締めつけるという事

からやめることはない。厳しく締めつけ続け

るという、そういう事を学びました。 

 そんなふうに春闘といいますね。春に労働

者が大きな戦いを組むという、賃金競争で大

きな戦いを組むということをやるようになっ

た。４月の１１日に日教組が１日ストライキ

をやったことがあるんです。今では考えられ

ませんが、１日ストライキだから全然学校に

行かないんです。この時全国的に刑事弾圧が

厳しくありました。 

 美唄でも組合の事務所、学校ですね。美唄

じゃなくて支部ですから、上部団体の役員が

美唄にいたんです。そこの教員住宅というふ

うに家宅捜索を受ける、そういう経験もいた

しました。ですから、正しいと思ってやって

も、弾圧を受けるということですね。理由を

つけては、弾圧をするというのが国家権力だ

という事を私は学んだ。 

 しかし、それに屈していたのでは、権利は

決して守れないということです。そんなふう

にして学んできて、それがその学習指導要領

がだんだんと改められていくという事で、指

導するものとするという形になって、一気に

全国的に日の丸・君が代の実施が進むという

ことになる訳ですけれども、そういう政治的

な動きというものと見合わせた時に、教育の

現場がただただ、それに流されていったので

は、かつて多くの教え子を戦場へ送り出した

ような時代に戻りかねないという事を強く思

います。強い危機感を持っています。 

 こういう事態がなければ、私は昨年選挙に

出なかった。正直なところ。こういう教育を

めぐる状況の厳しさというものが、これはま

だやめる訳には行かないということで、ここ
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に立っている。立たなきゃならない。そうい

う私に使命を与えているんだなというふうに

受け止めて、昨年の４月選挙に出た。昭和の

２０年までの戦争の歴史、これを繰り返しち

ゃならないということです。あれが何だった

のか。国定教科書による画一的な教育が極め

て、その効果が大きかったということです。

戦争の遂行に全国民を巻き込む、極めて大き

な役割を教育が果たしていました。ですから、

教育に携わる人は、子どもをそういう形に送

り出すような教育をしちゃならないです。そ

れは極めて大きな教訓だというふうに私は思

います。 

 昭和２０年までの戦争の時代を過ごしてき

たことへの大きな反省が日本国憲法であり、

教育基本法であった筈なんです。そういうこ

とを教育長にも是非考えていただきたい。こ

こは１つ考え直して見ていただくということ

も必要なのではないかというふうに思う訳で

す。 

 あと答弁いただいた中に、国際化が進む社

会に生きる児童生徒は云々というのは、いつ

もおっしゃるんです。その言葉をもし受ける

とすれば、国際化が進む社会に生きる児童生

徒は広い視野を持ち、自らの自由な発想がで

き、大きな立場で物事の判断ができ、どの人

に対しても、同じ人として尊重しながら接す

ることができる。自分を含めて、人は皆その

個人個人が認められる。そんな社会を目指そ

うという、そんなふうに育てる努力をするの

が、学校や地域や国の責任だと私は思う。そ

れは憲法の考え方です。その辺のご見解をお

伺いしたい。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 米田議員の質問にお答え

します。 

 初めに、耐震対策の年次計画についてであ

りますが、「建築物の耐震改修の促進に関する

法律」が平成１８年に改正され、耐震改修促

進計画の策定が、都道府県においては義務規

定として、市町村においては努力規定として

定められております。 

 市町村計画の内容につきましては、耐震診

断及び耐震改修の実施に関する目標、重点的

に耐震化すべき建築物や区域の指定などであ

り、本市におきましても、早期策定に向けて

取り組んでまいりたいと考えてございます。 

 次に、美の里団地についてでありますが、

今後の協議に当たりましては、事業主体変更

に伴う費用等について、取得費用及び維持管

理費用と家賃収入の比較検討を行うなど、将

来負担についても、十分協議してまいりたい

と考えております。また活用については、市

街地中心部に近く利便性も良い事から、公営

住宅の再編など、高齢な方々の住替えに対応

するため有効活用が図られるものと考えてお

ります。 

 次に、シルバー住宅等についてであります

が、子育て支援住宅や高齢者向け住宅など福

祉施策との連携を図ることで、安心して暮ら

せる居住環境が得られ、多世代の交流も図ら

れるものと考えております。また、整備戸数

についてでありますが、公営住宅ストック総

合活用計画では、まちなか居住の推進による

建設戸数は、公営住宅の再編などで対応し、

将来的な戸数に影響はないものと考えており

ます。 

●議長林 国夫君 教育長。 
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●教育長村上忠雄君 米田議員のご質問にお

答えをいたします。 

 初めに、学校職員の評価制度による多忙化

ということについてでございますけれども、

この制度は、自己の目標を設定することによ

りまして、日ごろの業務をより有意義な活力

あるものにすることを目指しているものであ

りまして、決して業務を過重にしたり、ある

いは時間外を増やしたりする、そういったこ

とをしようとするものではございません。 

 この制度は、地方教育行政の組織運営に関

する法律第４６条の規定に基づきまして、北

海道教育委員会が教育関係団体等の意見を参

考にして、制度化を行ったものと承知をして

おります。 

 次に、学校内での活発な議論の展開につい

てでありますが、この制度は、自己目標の設

定が自己教育目標の達成、あるいは自己課題

の解決を目指したものでありますことから、

更に議論の活性化が図られていくものと私ど

も考えているところでございます。 

 また、この制度は自己評価におきまして、

校長等の指導助言を受け、自己の取り組みを

客観的に把握することができる。その事によ

って、自己啓発に結びつけることなどを狙い

としておりますことから、この制度が学校内

における信頼関係に基づいて、適切に実施さ

れることにより、学校職員の意欲や資質が高

められ、学校の活性化が図られていくものと、

このように考えているところでございます。 

 それから次に、国旗・国歌についてでござ

いますけれども、過去の判例によりまして、

学習指導要領には法的拘束力があるというこ

とが示されております。教育の機会均等確保

や全国的な一定水準維持の為に、学習指導要

領の内容をしっかり指導することが重要であ

る、このように考えております。また、自国

を理解し、愛する心情を育てることにより、

他国を理解し、尊重する姿勢が培われていく

ということからも、国際化がますます進展し

ていく社会に生きていく児童生徒に対しまし

て、適切な国旗・国歌の指導を行うことは誠

に大切であることと、このように考えている

ところでございます。 

●議長林 国夫君 ８番、米田良克議員。 

●８番米田良克議員 耐震対策の問題ですが、

建築物の整備等について、これは予算の問題

もあります。準備があって、一定の時間がか

かるということから、今申し上げてすぐ来年

とかという話に、簡単に行かないというのは、

それは分かります。ただ、これは出来るだけ

急いでいただくということです。 

 私が考えましたのは、市民の皆さんの気持

ちというものを、こういうふうによその国で

あっても、あれだけ大きな被害がでるという

こと。それから昔は言われました。災害は忘

れた頃にやって来る。全然そういうのは、最

近当てはまらない。災害は次々とやって来る

というふうに考えなきゃならん、しかも、何

か今回は東北ですね。極めて近い。まだ、昨

日位の報道では明確にどの断層が原因なのか

わからない。そういう専門家の意見も載って

おりました。まだまだ調べてみないとならな

いということです。 

 状況が段々わかるにつれ、被害の大きさと

いうのが、ものすごい勢いで増えていってい

るというふうに思います。田んぼに水がない。

今、稲が根を延ばす時期なのに、とてもこれ
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では困ると。そう言っても簡単にああいうよ

うな状況の中で、水路確保するというのは極

めて難しい。飲み水ですら大変な訳ですから。

そんな状況があります。北へ寄って来ている

から、今度は北海道じゃないかこれは何の根

拠もない話ですけれども、そんな心配もされ

る方もおられるのではないかと思います。で

すから、こういうふうに大きな災害が起きた

時に、具体的に直ちに耐震対策はできるとい

うものではないけれども、じゃあ市として何

かできないかということを、市として何がい

まできるか、市民に市としての対応策を説明

し、それから安心していただく、いただける

ような努力を市がしているということを見て

もらう。そういう役割を果たすようにも思い

ます。 

 それと、何か聞きますと、昔はこの庁舎の

中で例えば、消火訓練、実際に職員の方が動

いてやられていたということも聞きました。

消火栓にホースをつなぐ作業をしてみる。こ

れは何か起きた時に、一度訓練でやっている

かやってないかというのはえらい違いなもの

ですから、そういうことなども含めて、やれ

という訳ではないですよ、そういうことも含

めて考えてみるということが必要ではないで

しょうか。今この早期に市としてできること

は何かないですかということをお尋ねしたい。

何かあればお答えをいただきたい。 

 それと評価制度です。今ご答弁いただきま

したけれども、学校の業務を重くするための

制度でないというのは、十分分かっています。

そういう意図はない。ないとしてもですよ。

例えば教師は目標シートを作らなければなら

ない。それは何でも書けばいいというもので

ないと思う。設定された目標について、校長

と話し合いをしなきゃならない。評価が出れ

ば、それについても、また話し合いを、校長

の出した評価に同意できないかもしれない、

そういう話をするということは、日常の会話

とか世間話と訳が違います。それは真剣に考

えなければならない。評価する側の校長にし

ても、目標設定について助言をする。あるい

はどんな評価にするか。日常的に教師の活動

を観察し、判断することを考えると、評価し

た後の話し合いをする、簡単に考えても、評

価する側、される側双方にこの制度を実施す

るための負担は否応なくかかってくるという

事です。 

 現在でも時間が足りなくて、教材研究する

時間がないとか、そういう話が聞こえてくる

わけですから。ここに誰も望んでいない新た

な制度が入って、そのために時間をとられる。

これが心配ですよということを申し上げてい

るんです。教師の時間が足りないということ

は、そのツケは結局子どもに回ってきます。

教育長はそんな心配は余計なことだというふ

うにおっしゃるのか、改めて考え方をお聞き

したい。 

 それから自己目標の設定が学校の目標や、

課題に沿った内容であるから、学校の中の議

論の活性化になるということをおっしゃった。

私はこの点は、全く見解が違います。評価す

る側、される側の関係を嫌でも意識する。そ

うすると、自由で伸び伸びと議論できるとい

うのは、到底考えにくいです。また学校内に

おける信頼関係に基づいて適切に実施される

ことによって、というそういうご答弁でした。

信頼関係に基づく適切な実施というのを、ど
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のようにして学校で実際のものにするのか。

一方的な管理強化の流れの中で、この制度だ

けは別物だというのはなかなか考えにくい。

評価者である校長の皆さんは、どんな考え方

をされているのでしょうか。評価者研修も終

わったようですから、もしその辺を押さえて

おられたらお聞かせいただきたい。 

 また中には、評価されることを前向きに受

けとめる教師がいて、自分はよりよい評価を

受けたいというふうに考えるようになるとし

たら、その学校内の他の教師は、競争相手に

なるわけです。競争原理を働かせてという考

え方ではないということだと思います。先ほ

どの答弁でも給与や人事には関わりがありま

せんということをおっしゃった。そういうふ

うにおっしゃっても、評価される側は、ある

かもしれないと考える人もいると思うんです。

ああ言っているけれども、きっとあるに違い

ないとか。そういうのもあると思う。さらに

人の考え方というのはなかなか難しいんです。

ないぞって言われたら、ああ実はあるんだな

というふうに考えるかもしれない。そんなふ

うに、学校の中で教師同士が競い合うなんて

ことになると、これは悲劇ですね。だから、

そんなふうに是非ならないようにしてほしい

というふうに思うんです。 

 それから、目標ね。子どもの学力の向上を

というのは、形で選定すると、その子ども達

を学力で追うということになる心配はないだ

ろうか。たまたま今年は全国学テ２年目です

ね。そういうことも行われていることだし、

この際、学校の名前を上げることに貢献しよ

うなんて、そういうような考え方をその学力

１点でやられたんでは、これも子どもの迷惑

な話なんです。そういう心配がいろいろとあ

りますよという事で、改めてお聞きしたいと

いうふうに思います。 

 後、ちょっと申し上げたいと思っているこ

とが幾つかあるんです。それは、常々申し上

げているのは、日の丸・君が代の問題は、個々

人の思想信条の自由に照らしてみて、強制は

それを守ることにならないということを申し

上げています。この点について是非改めてお

考えをいただきたいなというふうに思う。 

 いろんな人のいろんなご意見が、この問題

については多くの方が述べております。学習

指導要領が現在のものに変わったことによっ

て、その指導するものとするとなって、全国

的にその指導が強化されるというふうになっ

た。この時に非常に極端な変化をした県が、

あるいは町がある訳です。それは極端な例で

言えば、沖縄のゼロから１００というのがあ

ります。それから京都府ではなく、京都市が

そうなんです。これが、ゼロから一気に数字

がぽんと跳ね上がるという変化をしているん

です。京都の場合は、裁判を１３年間に渡っ

てやっています。最終的に最高裁で負けまし

たけれども、裁判闘争の中で、随分多くのこ

とを京都の市民の方々は学んだようです。 

 東京では、国立市がずっと日の丸も君が代

も学校に入れないで、長くやっているんです。

現在は分かりませんよ。だけれども８９年、

９０年の当たり、この辺では一校も実施して

いない。ところがこれは、黙って実施してこ

なかったんでは決してないんです。やっぱり

市民運動がずっと続いていて、それを受けた

教育行政が校長を強く指導するというような

ことを、一切しないという形をとった、そこ
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では市議会が、学習指導要領が改定されて、

指導するものとなった時に、市議会は強制し

ないようにという意見書を上げている。これ

は全会一致で上げたんです。 

 ところがそうは言っても、それはよくない。

やっぱりやるべきだという意見の議員もいる

訳だ、その意見書は採択をしたんだけれども、

そうすると、そういう動きが出る。そうした

ら今度、その３月の予算特別委員会、学校に

強制しないものとするという、付帯決議を付

けて、その予算をやったときに、それもみん

な市民運動ですね。ですから、私がここでし

ゃべることも大事なんだけれども、それだけ

ではやっぱりだめなんです。 

 いろんな市民の声が教育長に届くというふ

うになっていけば、これは変わっていく部分

もあるかな。そういう期待もあるわけで、こ

れからはそういう段取りを考えなければなら

ないなと思っているんです。一般市民はなか

なか簡単に声を上げませんから、思っていて

も。だから卒業式や入学式に参加しながら、

いろいろ思ってらっしゃることがある訳で、

でも具体的に行動に移すというのはなかなか

ならない。よその土地に学ばなければならな

いこともあるなと私思っています。 

 しかし、この場でお尋ねをする、あるいは

正す、そういうことも休まず続けていかなけ

れば、この大きな流れに移行していくことは

なかなか難しいということを思っていますか

ら、その辺の考え方をまとめてお聞かせいた

だければというふうに思います。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 米田議員の質問にお答え

します。 

 市としての取り組みについてでありますが、

地震など自然災害への被害を最小限にとどめ

るためには、常日ごろからの備えを充実させ

ておくことが最も重要なことと考えておりま

す。 

 これまで地震を想定した防災訓練の実施を

始め、自主防災組織の設立要請の他、広報紙

やホームページにおいて、地震への備えや発

生時の対応への啓発、避難場所等の情報提供

に努めてきたところであります。 

 今後これらの取り組みの一層の充実に努め

てまいりたいと考えております。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君 米田議員のご質問にお

答え申し上げます。 

 学校職員の評価制度についてでございます

けれども、この制度は、この制度があるから

ないからにかかわらず、個々の職員は日常的

にそれぞれ、目標なり目的を持って業務に臨

んでいるものと、私もこのように考えており

ますけれども、この制度導入によりまして、

そういった日常的に自ら考えて行っているこ

とが、そこで明確にされるということ。 

 これは私ども日常の業務を行って考えるん

ですけれども、人の前で話をするとか、文書

を出すということは、そこに一定の普段考え

ていても、なかなか及ばないこともある訳で、

そこに整理するということは、書きながらも

いろんな観点を自ら考えるということになる

訳でございます。 

 そのこと自体がまた私どもとしては、１つ

意味のあることではなかろうかと。それと学

校の中の信頼関係ということもひとつありま

すけれども、この評価制度のペーパーを軸に
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致しまして、私以前に実際に教員の方からお

話聞いたことがあるんですけれども、今学校

が小規模化しているということで、１学年１

人の先生しかいないということもあります。

新しい先生ですといろんな問題が絶えず、若

いから年だからと関係ないですけれども、そ

の時に、やはり何人かいれば色々話をしなが

ら、相談しながらできるというようなことも

ありました。 

 じゃあ大きい学校はそれが出来ているかと

いうこともひとつありますけれども、こんな

時に学校の組織としての一定の方向というの

は、やはり校長なりが持っている全体的に、

年度初めにつかむ訳でございますけれども、

そういった中で、先生と校長先生とが話すと

いうことができれば、そこにコミュニケーシ

ョンが出来てくると思うんです。 

 これが出きることによって、そこにお互い

の信頼関係が発生してくる、間違いなく信頼

関係はできてくるものと私どもはそのように

考えている訳でございまして、そういった中

で、先生方、教職員の資質・能力の向上、学

校の活性化が図られるものと、このように考

えているものでございます。 

 国旗・国家の関係でございますけれども、

これは繰り返しになりますけれども、指導要

領ということの、私どもそれに基づいてして

る訳でございます。先ほど申し上げましたけ

れども、国際社会がますます進んで行く、そ

の中に生きる子どもたち、これからどうして

もそこへ出ていかなければならない子どもた

ちがやはり、自国を愛する、他国を尊重する。 

 これは人間個々の場合もそうですけれども、

やり国際的にも、そう言ったマナーを身につ

けていくことが必要であろう。そういったこ

とを私どもとしてはベースに考えて行ってお

りまして、このことについては、これまでど

おりしっかり実施できるように、取り進めを

行ってまいりたい、このように考えてところ

でございます。 

●議長林 国夫君 米田議員の本件に関する

発言はすでに３回に及びましたが、会議規則

第５６条ただし書きの規定により、特に発言

を許します。 

 ８番、米田良克議員。 

●８番米田良克議員 ありがとうございます。 

 やめるつもりだったんですけれど、国際化

が進む中で、その子ども達がこれからそうい

う時代に入っていくということです。そのた

めには、国旗・国家の重要さをきちんと身に

つけていかなければならないという、そこの

筋道。これは私は無理があると思う。そこは。 

 例えば国旗・国歌の指導をさっき言いまし

たでしょう。沖縄ゼロだったと。京都もゼロ

だったと。北海道も決して高くなかった。実

施率。そういう時代に育った人達が、国際交

流ができなかったのかと。そんなことないん

ですね。日本ではどんどん海外進出をして行

って、経済大国と言われるようになって行っ

ている訳でしょう。 

 一方、その中は中でしっかりと、ただ現在

は、空洞化現象、海外へ工場持って行っちゃ

ってそういう状況が見られますけれども、そ

れもいわば日本の工場が国際化していってい

る訳でしょう。だから、子どもが国際化時代

に育つためには、国旗・国歌へのマナーを身

につけなきゃならないんだというのは私はダ

メにする議論だと思う。これはいい訳に過ぎ
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ない。 

 というのは、思想信条の自由を言われたら、

それに太刀打ちする議論ないんですよ、強制

しかない。強制する理由をどこに求めるかと

いうことなんです。だからそれはおかしいで

す、その考え方。日本人はそういうことでな

くて、おつき合いをする中で、きちっと見つ

けていくものはつけるという能力があればい

い訳です。だからどなたとでもお付き合いす

るという広い心を持つ、だれの意見でも耳を

傾ける、誰とでも十分話ができる、そういう

能力こそ育てる、広い気持ち。中国へ行った

ら亜細亜太平洋戦争で、１５年戦争と言われ

た満州事変から始まる。昭和２０年までの１

５年間というものは、びっしり中国で戦争し

たわけでしょう。莫大な被害を中国は受けて

いる、日中国交回復の時にどこが折り合いが

つくところだったかと言えば、中国が賠償を

放棄したんです。あの時中国が賠償請求して

いれば、ものすごい金額です。到底その中国

との国交回復なんかはできない。それを中国

が譲って賠償請求はしないということになっ

たから、中国との国交回復が出来た。 

 田中角栄氏が１９７２年に訪中したんです。

ニクソンに先を越されちゃいましたけれども。 

 だから、そういうその中国の人達は、広い

気持ちで日本を受け入れようということでき

ていたから、だからどんどんその日本人が中

国へ行くということが可能になった訳だと思

うんです。ただ一時的に、中国の教育が国家

中心教育というのか、そういうふうにピーク

になった時期があって、反日感情というもの

がだいぶ煽られた時期はありました。だから、

その国歌中心的な教育をやると、ああいう現

象が起きるといういい例なんです。日本が、

その轍を今踏もうとしているわけですから、

そこはよくよく考えていただく。特に教育に

当たる人たちはそのことを考えるべきだとい

う事を私は申し上げ続けている。もしご発言

があれば、お聞きしたいと思います。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君 国旗・国歌に関しまし

ては、いろいろなお考えの方がいらっしゃる

ことも、私どもはよく理解をしております。 

 この卒業式・入学式ということにつきまし

ては、何度も申し上げておりますけども、私

どもは学校教育法に基づく学習指導要領、こ

れに基づきまして、粛々とこれからもやって

いきたい。このように考えております。 

●議長林 国夫君 午後１時１５分まで休憩

します。 

 

正午１２時１２分 休憩 

午後 １時１５分 開議 

 

●議長林 国夫君 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員（登壇） 平成２０年

第２回定例会にあたり、大綱４点について市

長並びに教育長にお尋ねいたします。 

 質問に先立ちまして、一昨日の朝に発生し

ました岩手・宮城中部地震において、犠牲に

なられた方々の御冥福をお祈りいたしますと

ともに、被災された方々に心からのお見舞い

を申し上げます。質問に入ります。 

 大綱質問の１点目は、財政問題についてで
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あります。市では、これまで平成１９年度の

予算編成において、人件費など大幅に削減し、

市民負担を増加させながら、歳出をぎりぎり

まで抑えて予算を執行し、一般会計決算では

大きな赤字にならないということでしたが、

今定例会の補正予算には、１億２，８００万

円の繰上充用が組み込まれるという事態が発

生しました。 

 その原因は、振興公社への債務を一括返済

したことによるものということです。市民の

中には、これからの市の財政がどうなるのか

という不安の声も多く聞かれます。 

 そこでお聞きいたしますが、１点目は、財

政健全化法についてであります。 

 平成１９年度の一般会計の赤字決算や、市

立病院事業会計への不良債務が予想以上に増

加しています。この状態では平成２０年度決

算で、早期健全化団体に指定されることが予

想されますが、その見通しがどうなるのかお

聞きいたします。 

 また、早期健全化団体に指定されることを

避けるための方策として、財政健全化法に基

づく公立病院特例債を借りることができるの

か、その見通しについてもお聞きいたします。 

 公立病院特例債が確保された場合と、さら

になかった場合の連結実質赤字比率が、どの

ようになるのかについてもお尋ねいたします。 

 ２点目は、今後の財政見通しについてであ

ります。 

 国は、平成１６年度から地方交付税の大幅

な削減を行い、本市においても重大な影響を

受けています。１億２，８００万円の繰上充

用の歳入として、地方交付税を充てています

が、交付税の増加の見通しはほとんどないと

思われます。平成１９年度の赤字１億２，８

００万円を平成２０年度でどのように解消し

ようとしているのか。歳入歳出の見通しはど

のようになるのかお聞きいたします。合わせ

て市立美唄病院の不良債務の解消計画も含め、

自立推進計画における財政収支計画の見通し

がどうなるのかについてお尋ねいたします。 

 大綱質問の２点目は、農業行政についてで

あります。 

 最近、食糧を巡る内外情勢は大きく変化し

ています。食料品が連日のように値上げされ、

家庭の台所を直撃しています。穀物など、農

産物の輸入価格が高騰しているからでありま

す。主な要因は気象変動による収量の不安定

化、発展途上国での人口増大、バイオ燃料ブ

ームによる需要の急増、投機マネーの流入に

よる高騰などで、こうした状況は長期にわた

る見通しであります。 

 世界の貧しい人々発展途上国の多くで、食

糧が十分手に入らなくなり、飢餓人口が増大

し、食料暴動まで起きています。近く開かれ

る洞爺湖サミットでも、食糧問題が重要課題

の１つになろうとしています。食糧は安い外

国から買えばよいと、国内農業をないがしろ

にしてきた政府・財界の言い分が、通らなく

なっていることは明らかであります。それに

もかかわらず自・公政府は、輸入自由化、市

場任せを前提に、中小農家を農政の対象から

排除する政治を変えようとしていません。 

 こうした状況が本市農業にも大きく影響し、

農家経営が極めて厳しい状況に置かれていま

す。食糧がどうなるのか。本市の農業がどう

なるのか。農家経営がどうなるかは、農業を

基盤とする、農業を基幹産業としている、本
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市経済に大きく影響を及ぼすばかりでなく、

一般市民の台所にもつながる重大な問題です。

こうしたことから、本市農業の現状を把握し、

本市農業発展の方策についてこれまで以上に

真剣に取り組まなければならないものと思わ

れます。 

 具体的にお尋ねいたしますが、１点目は、

本市農業の産出額の推移についてであります。

美唄市の農業産出額の推移について、１９９

５年、２０００年、２００５年から２００７

年まで、どのように推移してきたかお聞きい

たします。 

 ２点目は、農家経営の推移についてであり

ますが、過去５年間の農家戸数、耕地面積の

推移及び現在の農家経営主の平均年齢がどの

ようになっているのかお聞きいたします。 

 ３点目は、農家の安定経営の支援策につい

てであります。農業情勢が厳しい中農業経営

者の安定経営を図るために、市としてどのよ

うな支援策を講じてきたのかお聞きいたしま

す。 

 大綱質問の３点目は、後期高齢者医療制度

についてであります。 

 こんな保険料を取られたらとても生きてい

けない。長生きは罪なのですか。福田自・公

政権が４月実施を強行した、後期高齢者医療

制度に、日本列島を揺るがす程の国民の怒り

が沸き起こっています。 

 ７５歳という年齢を重ねただけで、これま

で入っていた国保や健保から追い出され、保

険料は年金から天引きされ、払えない高齢者

からは保険証を取り上げる、健康診断から外

来入院終末期まで、あらゆる段階で安上がり

の差別医療を押し付けられる。こんなひどい

制度はありません。しかも、時が経てば経つ

ほど国民負担も、高齢者への差別医療も、ど

んどんひどくなっていく仕組みです。 

 まさに天下の悪法というべきものですが、

本市において具体的どのようになっているの

かであります。そこでお聞きいたしますが、 

 １点目は、市民説明会についてであります。

３月の定例市議会の最終日の２５日から市内

の各所で、市民説明会が開かれましたが、そ

の状況と、その会場ではどのような意見要望

が出されたのか。特徴的なものについてお聞

きいたします。 

 ２点目は、障害者の強制加入についてであ

ります。 

 後期高齢者医療制度では、６５歳以上７４

歳以下で、一定の障害を持っている人達が、

国民健康保険から、自動的に後期高齢者医療

保険に加盟させられています。そのためにさ

まざまな不利益を被っている人達がいます。

本市において、６５歳以上７４歳以下で、一

定の障害による後期高齢者医療の加盟者は何

人になるのか。また、重度心身障害者医療費

助成について後期高齢者医療制度の加盟を条

件にしている理由は何なのか。 

 また、重度心身障害者医療費助成対象者は、

何人になるのかお聞きいたします。 

 ３点目は、資格者証の発行についてであり

ます。 

 これまで老人保健において、国保税が未納

であっても、資格者証の発行の対象にされな

かったわけですが、後期高齢者医療制度では、

保険料が未納であれば、資格者証が発行され

ます。本市においてこれまでの老人保健で、

仮にこの除外規定がなかったとすれば、資格
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者証発行の対象者は何人になるのかお聞きい

たします。 

 保険料については払いたくても払えない多

くの人達がいます。保険証がないことによっ

て、病院に行かず治療がおくれ、病気が重く

なることもあります。高齢者であるだけに、

極めて重大な問題です。資格者証の発行に当

たっては、相手の事情を十分考慮しなければ

なりませんが、どのようにしようとしている

のかお聞きいたします。 

 ４点目は、擬制世帯についてであります。 

 後期高齢者医療制度がスタートした４月以

降、子ども夫婦と同居しながら、世帯を分離

するお年寄りが全国的にも急増しています。

この制度や、介護保険の保険料は、主に世帯

の所得で決まり、現役で所得の多い子どもが

所帯主であれば、高くなり、年金収入だけの

高齢者は安くなります。この為、保険料を合

法的に安くする為に、こうした擬制世帯が増

えています。 

 また、後期高齢者制度の発足した時に、老

人夫婦の中で一方が７５歳以上であれば、一

方が後期高齢者医療制度に、一方が国民健康

保険というように、自動的に擬制世帯が生ま

れます。本市の場合こうした擬制世帯がどの

ようになっているのか。国民健康保険の場合

と後期高齢者医療制度の場合で、どうなって

いるのかお聞きいたします。 

 ５点目は、担当医についてであります。 

 後期高齢者医療制度でかかりつけの主治医

として、お年寄りの日常的な診療を幅広く担

うように、新設された高齢者担当医の届け出

の数が全国で８，８７６件、担当医として想

定される内科開業医のうち、２４％となって

います。 

 ７５歳以上の患者を定額の診療報酬で診る

担当医制度をめぐっては、医療現場の見解が

分かれ、地域によっては必要な治療が制限さ

れるなどとして、反対を表明した医師会が多

数います。担当医の届け数の率は全国で２

４％、北海道全体では１５％となっています

が、美唄市では、どうなっているかお聞きい

たします。 

 大綱質問の４点目は、教育行政について、

教育長にお尋ねいたします。 

 その１点目は、高校の統廃合問題について

であります。 

 北海道教育委員会は、６月３日公立高校の

配置計画を発表しましたが、この中には平成

２３年度に、美唄に新しい学校を設置する。

美唄高校と美唄工業高校の生徒の募集を停止

するというものですが、市内の父母や子ども

達の中で、美唄の高校がこれからどうなって

いくのかという不安が広がっています。高校

の統廃合問題については、これまでの経過に

ついては、後日の議員協議会で詳しく報告さ

れると思いますので、詳しくはお尋ねしませ

んが、何点かについてお聞きいたします。 

 その１つは、美唄に設置される美唄市高校

問題等対策協議会に対し、検討委員会が報告

書をまとめ提出しました。その内容を見る限

りでは、主観ではありますが、報告書は統合

やむなしの印象を受けますが、果たしてそう

なのかどうかお聞きいたします。また、この

検討委員会に美唄高校や同窓会などから要請

書が出されていますが、検討委員会でどのよ

うに反映されているのかお聞きいたします。 

 また、報告書の中で言われている総合学科
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の内容についてお聞きいたします。 

 ２点目は、学習指導要領についてでありま

す。 

 文部科学省は、３月２８日付で、新しい小

中学校の学習指導要領を告示しました。学習

指導要領は１９４７年に試案が示されて以降、

約１０年ごとに改定されてきました。１９８

９年の改定では、入学式や卒業式での日の丸

掲揚や、君が代斉唱の指導を義務づけ、現行

の指導要領は、１９９２年に改正されていま

す。詰め込む教育の反省から、ゆとり教育を

掲げて、総合的な学習時間を新設され、授業

時間数や学習内容を削減したものでありまし

た。 

 今回の改定は、中央審議会の答申を受けて

の改定ということですが、その内容はどのよ

うなものと受けとめているのかお尋ねいたし

ます。また、現行の学習指導要領とどのよう

に違うのか。教育委員会として、その改定内

容をどのように考えておられるのか、お尋ね

いたします。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君(登壇) 長谷川議員の質問

にお答えします。 

 初めに、財政問題について、財政健全化法

についてでありますが、平成２０年度におい

ては、４つの健全化判断基準のうち、連結実

質赤字比率が、病院会計の累積不良債務等か

ら、本市に適用される基準の１８．５％を上

回る２０％台になるものと試算しております。 

 このため、本年度は公立病院特例債の発行

の条件となる、公立病院改革ガイドラインに

基づく、公立病院改革プランを９月末を目処

に策定し、今後プランの実行により経営の健

全化と単年度収支の均衡を図るよう取り組む

こととしており、特例債が確保できるよう努

めてまいりたいと考えております。 

 なお、平成１９年度末の不良債務約２３億

４，９００万円のうち、１５年度末以降、新

たに発生した不良債務約８億３，９００万円

分全額を借り入れた場合、平成２０年度の連

結実質赤字比率は、本市に適用される基準で

ある１８．５％を下回り、早期健全化団体に

ならないものと試算しております。 

 次に、今後の財政見通しについてでありま

すが、地方交付税は、平成１６年度からの地

方財政規模の圧縮に伴い、大幅に削減されて

きた経過がありますが、平成２０年度は地方

財政計画で対前年比１．３％の増額となって

おります。 

 本市においては、人口の減少等により影響

が見込まれること等から、市長会等を通して、

第２次地方分権改革を推進し、地方交付税の

復元と地方財源の保証を求めているところで

ございます。 

 次に、平成２０年度一般会計の収支見通し

は、平成１９年度収支不足額の繰上充用によ

り、非常に厳しい状況にありますが、歳出に

おいては、一部経費の執行の抑制、入札残の

執行留保、借換債の発行による公債費の縮減

などに努める他、歳入においては、市税や使

用料等の滞納整理の強化、土地売払等財産収

入の確保、特別交付税の確保などに努めてい

きたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、自立推進計画の

見直しと合わせ、１０月を目処に財政健全化

計画を策定することとしており、その中で病

院会計の不良債務解消計画を含め、収支改善
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の取り組み内容及び各年の財政収支見通しを

明らかにすることとしております。 

 次に、農業行政について農業経営に対する

市の支援策についてでありますが、これまで

各種制度資金・災害資金の借入に対する利子

助成を始め、後継者育成のための研修費助成

や、畑作振興を目的としたハスカップの苗導

入助成、地産地消とブランド化を目指す取り

組みなどの支援を行ってまいりました。 

 また、平成１８年に設立しました農業支援

センターにおきましては、農産物の産地化・

差別化を図るため、麦大豆の一層の収量・品

質向上を目指した技術指導を行ったほか、先

進的な農業経営者を育成する為、青年部を対

象とした「農業塾」や女性農業者を対象とし

た「女性セミナー」を開催し、現地研修など

により栽培技術と経営意識の向上に努めてお

ります。 

 次に、後期高齢者医療制度についてであり

ますが、本年３月２５日から３１日にかけ、

７日間で１４会場において、説明会を実施い

たしました。これに出前講座の１会場含め、

合計３８６名の方が参加されました。 

 意見や要望の特徴的なものとしましては、

保険の移行に関する手続や、保険料に関する

質問のほか、年金からの特別徴収や制度その

ものに対する意見、また２年ごとに見直しさ

れることとなっている保険料の将来負担や、

診療報酬の改正による医療サービスについて

の意見などがありました。 

 次に、障がい者の加入についてであります

が、６５歳以上７４歳以下で、一定の障がい

により、老人保健受給者となっていた方に対

し、昨年１２月に後期高齢者医療広域連合か

ら後期高齢者医療に移らないことを希望でき

る旨の文書が送付されております。 

 これにより各対象者が、後期高齢者医療保

険料の負担と、重度心身障害者医療費助成が

受けられなくなることにより、医療費自己負

担の上昇などを比較し、後期高齢者医療に移

るかどうかの選択をしていただいたところで

あります。 

 本年４月当初において、６５歳以上７４歳

以下で、一定の障がいによる後期高齢者医療

加入者は、２７９人で、加入されない方は１

１人となっております。加入されない方のう

ち、重度心身障害者医療費助成対象者は７人

となっております。 

 医療費助成制度は、北海道の補助要綱に基

づき実施しているもので、重度障害を持つ高

齢者に対する医療費助成は、後期高齢者医療

の加入が条件となっているところであります。 

 これは従前から、老人保健制度の加入を要

件としていること、また財政負担などを勘案

し、将来にわたり持続可能な医療給付制度の

運営を図るため、加入を条件としたものと承

知しております。このような加入条件につい

ては、北海道のほか、全国で９県が同様の取

り扱いをしております。 

 次に、資格者証の発行についてであります

が、老人保健受給者については、国民健康保

険法の規定により、資格者証の対象から除外

されておりました。 

 仮に、この除外規定がないものとした場合

に、平成１９年度において、国民健康保険に

加入する老人保健受給者のうち、国民健康保

険税の滞納による、資格者証の対象者は２名

となります。 
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 後期高齢者医療制度における資格者証の適

用については、広域連合が決定しますが、運

用に当たっては、相当な収入があるにも拘ら

ず、保険料を納めないなど、悪質なケースに

限って適用するとの方針が、国から示されて

おります。 

 次に、擬制世帯についてでありますが、国

民健康保険における擬制世帯の数は、６月の

時点で約８２０世帯となる見込みで、このう

ち、後期高齢者医療の加入者が擬制世帯とな

る世帯数は、約５７０世帯になるものと見込

まれます。 

 次に高齢者担当医についてでありますが、

本市の医療機関の後期高齢者診療科の算定届

出状況については、６月１日現在で、届出は

ないものと、北海道社会保険事務局に確認し

ております。 

 また、後期高齢者診療科の取り扱いについ

ては、中央社会保険医療協議会で、具体的な

検証作業に着手することとされております。 

 なお、本市農業の産出額の推移について、

農業経営の推移につきましては、農政部長か

ら答弁させていただきます。 

●議長林 国夫君 農政部長。 

●農政部長林 信孝君 本市の農業の産出額

及び農業経営の推移については、私から答弁

させていただきます。 

 本市農業の産出額の推移についてでありま

すが、農林水産省統計部が作成・公表してお

りました市町村別農業産出額は、２００６年

をもって終了しましたことから、２００６年

までの推移についてお答えします。 

 １９９５年が９９億３，０００万円、２０

００年が８３億８，０００万円、２００５年

が７８億１，０００万円、２００６年７１億

５，０００万円であります。 

 次に、農業経営の推移についてであります

が、２００３年から２００７年の５年間の農

家戸数について、２００３年度は１，０２９

戸、２００４年、１，００８戸、２００５年、

９４１戸、２００６年、９３８戸、２００７

年８４９戸。耕地面積については、２００３

年度が９，４７０ヘクタール、２００４年、

９，４６０ヘクタール、２００５年、９，４

６０ヘクタール、２００６年、９，４５０ヘ

クタール、２００７年、９，４４１ヘクター

ル。また、現在の農家経営主の平均年齢は５

８歳となっております。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君(登壇) 長谷川議員のご

質問にお答えいたします。 

 初めに、高校の統廃合問題についてであり

ますが、検討委員会での検討経過につきまし

ては、美唄高校と美唄工業高校の入学者数や

減少が続く中学校卒業者数の状況等踏まえな

がら、現状維持を模索しつつ、多様なニーズ

に対応した望ましい高校のあり方について、

さまざまな角度から議論を行い、報告書とし

てまとめてきたところであります。 

 また、美唄工業高校同窓会等からの要望に

対しましては、昨年６月に要望事項の提出が

あり、その内容を検討委員会で話し合い、存

続のために広報メロディーへの折り込み等入

学者の増に向けた取り組みを同窓会と共に行

ってきたところであります。 

 次に、総合学科の内容につきましては、普

通教科から専門教科に渡って幅広く開設され

た科目の中から、将来の進路選択を視野に入
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れて、生徒が自分で科目を選択して学習する

学科であります。 

 また、設置の状況でございますけれども、

平成１９年度までに、全国では３１９校、北

海道では平成２０年４月１日現在１０校設置

されており、平成２２年度までに新たに２校

設置される予定であります。 

 次に、学習指導要領についてでありますが、

平成２０年３月２８日に示された新学習指導

要領は、基本理念の「生きる力の育成」は変

わることなく、教育基本法や学校教育法の改

正などを踏まえて、その理念をより一層実現

する為に改定されました。 

 改定の主なポイントは、「基礎的・基本的な

知識・技能の習得」「思考力・判断力・表現力

等の育成」「確かな学力を確立するために必要

な授業時数の確保」「学習意欲の向上や学習習

慣の確立」「豊な心や健やかな体の育成のため

の指導の充実」などとなっております。 

 次に、小中学校における現行学習指導要領

の主な改善内容は、週当たり小学校低学年で

２単位時間、中・高学年で１単位時間、中学

校で１単位時間増の「各教科の授業時数増加」

「小学校高学年における外国語活動」「中学校

における武道の必修化」「道徳教育の充実」「体

験活動の充実」等であります。 

 次に、実施に向けてのスケジュールですが、

小学校は平成２３年度から、中学校は平成２

４年度から全面実施になり、来年度からは、

一部先行実施となります。 

 教育委員会といたしましては、改定の趣旨

をしっかりととらえ、児童生徒の「知・徳・

体」をバランスよく育てることを大切にして、

「生きる力の育成」に努めてまいりたいと考

えております。 

●議長林 国夫君 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員 この場所から何点か

について質問させていただきたいと思います。 

 最初に先程市長が答弁された中で、いわゆ

る不良債務１５年度末以降の、新たに発生し

た不良債務という部分で、ちょっと私が聞き

漏らした部分がありますので、不良債務私は

８億３，９００万円と聞こえたんですけれど

も、それでよろしいのかどうか。ちょっと再

度確認したいと思います。私の聞き違いかど

うなのか。 

 再質問ですけれども、最初に、財政問題の

今後の見通しですけれども、平成２０年度は

１億２，８００万円の赤字のために、歳出で

は一部経費の抑制、一部経費の執行の抑制、

入札残の執行留保、借換債の発行による公債

費の縮減等に努めるほか、歳入においては、

市税や使用料等の滞納整理の強化、土地売払

等財産収入の確保と、特別交付税の確保など

にも努めたいと、このようにご答弁されたわ

けですけれど、この歳出の抑制という部分の

中に、人件費の削減というものはあってはな

らないわけですけれど、その点でどのように

お考えなのかお聞きしたいと思います。 

 次に、農業行政についてでありますけれど

も、平成１８年のこの４月に、農政部が設置

されました。これは国の農業政策によって、

本市農業が一層窮地に追い詰められて農家経

営も不安定になっている。そうした中で、本

市農業を発展させる。農業政策を充実させる。

そうしたために設置されたもの、このように

認識しているわけですけれども、その後２年

間を経過しました。この２年間で、どのよう
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な取り組みを行って、どのような成果が上が

ったのかお聞きしたいと思います。 

 もう１点は、市長はこの日本の農業、本市

の農業の発展について、どのようにお考えな

のか。基本的な問題になりますけれどもお聞

きしたいと思います。 

 福田首相が６月３日ですけれども、ローマ

で開かれている食糧サミットでの演説の中で、

日本国内の農業改革を進め、食糧の自給率の

向上にあらゆる努力を払う。このように報告

されているわけです。首相がこういうのであ

れば、世界的な食糧危機の中で、世界中から

食糧を買い集める、食糧自給率を先進国の中

でも最低の３９％まで落としている自民党農

政の破綻を認めなければならない、このよう

に思うわけです。 

 食糧危機問題で、日本が積極的な貢献をす

るためにも農政、とりわけ米政策の根本的・

抜本的な転換が求められていると思うわけで

す。その第１は、日本にとって不要であると

思われる、年間７７万トンものミニマムアク

セス米、この輸入を中止することが必要だと

思います。福田首相は国際市場での米価格の

高騰を抑える為に、日本が輸入した備蓄米か

ら３０万トン以上放出する用意があると述べ

ました。米不足の国々に支援することは当然

であります。ミニマムアクセス米の在庫が１

２０万トンにも積み上がっており、食糧危機

の直撃を受けている国々への緊急援助に活用

すべきであります。 

 政府は５月に、米が不足しているフィリピ

ンにミニマムアクセス米を売却する方針を固

めましたが、それに先立って、アメリカ政府

にわざわざこの方針への許可を得ているわけ

です。この動きは、ミニマムアクセス米の輸

入は、実はアメリカに押しつけられたものを

裏づけしているものであります。 

 日本国内では減反の強制をやめて、農家に

生産コストを保障する不足払い制度の確立、

備蓄制度の充実等、米の需給と価格の安定政

策を実施するべきであります。小規模農家を

支援対象から除外する、排除する政策も直ち

に中止しなければならないと考えております。 

 町村官房長官が５月の末に減反政策を見直

していく必要を表明しました。政府は米価下

落を抑えるためとして、農家に減反を押しつ

けてきました。それが今減反政策の失敗と増

産の必要を認めざるを得なくなってきていま

す。しかし、米価を保障する政策を示さない

まま、減反廃止等を言うだけでは、米価下落

を懸念する農家に、一層混乱をもたらすだけ

であります。強制減反をやめるとともに、価

格補償を行うことが重要だと思います。国際

的な穀物価格の上昇が国民生活にも影響して

います。一部の麦製品では輸入品が国産品よ

りも高くなる事態も生まれています。輸入へ

の依存が大きい麦・大豆飼料穀物等、価格補

償などの政策で本格的に増産しなければなら

ない。このように考えているわけです。 

 私は今年の第１回定例会で、日本の農業の

現状を、そして、日本の農業の発展について

提言をいたしました。その内容を含めて、本

市の農業をどのようにしていこうとしている

のか、改めてお尋ねいたします。 

 次に、後期高齢者医療制度についてであり

ますけれども、先ほどの市長のご答弁でも、

この制度がいかに大きな問題を抱えているか

が明らかになったわけですけれども、この間、
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国会で論議されてきたことも踏まえて、現時

点で後期高齢者医療制度について、市長はど

のようにお考えなのか改めてお聞きいたしま

す。 

 次に、教育長にお尋ねいたします。高校の

統廃合についてでありますが、高校の再編問

題。これは保護者や生徒にとって、将来の進

路を選択する上で、極めて重大な問題です。

どういう学校に入るのか。どういう学科を選

択するのかということは、場合によっては人

の一生に関わるものであるだけに、保護者も

生徒も真剣であります。それだけに統廃合に

ついては、保護者や生徒市民の意見も十分取

り入れなければならないと思いますが、どの

ようにしようとしているのか。お聞きいたし

ます。 

 次に、総合学科についてでありますが、対

策委員会に提出された、検討委員会の報告の

中に、総合学科についての記述がありますが、

総合学科については、保護者や生徒、市民に

もその内容がほとんど知らされておりません。

内容を知らなくては、選択の仕様がないわけ

であります。総合学科の内容をどのように周

知するのかお聞きいたします。 

 次に、学習指導要領についてでありますけ

れども、１点目は、詰め込み授業の問題です。

今でも金曜日にはもうくたくたで授業になら

ない、そうした多くの子どもたちがいるわけ

です。これ以上授業時間が増えれば、落ちこ

ぼし、いわゆるこれまで落ちこぼれと言われ

ていたわけですけれども、これは生徒が落ち

こぼれるということよりも、むしろ落ちこぼ

れる条件を教える側が作っている。そうした

ことによって、そうした落ちぼれが発生する

という立場から、あえて落ちこぼしと言いた

いと思いますけれども、その落ちこぼしが増

加しているわけです。 

 ゆとり教育から詰め込み教育へ戻るという

ことは、こうした落ちこぼしの増加、競争心

の増加、学校でのいじめの増加になることが

予測されます。学力の向上にはならないと思

いますけれども、どのようにお考えなのかお

聞きいたします。 

 ２点目は、小学校から外国語を教えるとい

う、これは私は無理があり、私はこうしたこ

とは余り意味がないと思うわけです。 

 ３点目は、道徳教育の問題です。このたび

の改定の大きな特徴に、道徳教育の強化があ

るわけです。この指導要領が公表される直前

に、与党や保守系団体によって、文部科学省

に圧力がかかっているわけです。そして、そ

の修正した中身が２８日に公表されたわけで

すけれども、国を愛する心、郷土を愛する心、

これはあくまでも自発的なものであって、押

しつけによるものではないと思いますけれど

も、教育長のお考えをお聞きしたいと思いま

す。 

 ４点目ですけれども、授業時間数が増えれ

ば、当然教員の勤務時間の増加につながりま

す。今でもかなり厳しい勤務状態が、授業時

間の増加によって、教職員の心身の健康状態

を損なう、そうしたことにつながりかねない。

そうしたことを危惧するわけでありますけれ

ども、どのようにしようとしているのか。お

聞きいたします。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 最初に１５年度末以降、

新たに発生した不良債務というのが、約８億
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３，９００万円。これが特例債の対象になり

ますから、これを全額借り入れた場合、特例

債の対象は８億３，９００万円ということで

ございます。 

 長谷川議員の質問にお答えいたします。 

 初めに、人件費の削減についてであります

が、今後策定する財政健全計画におきまして、

公共施設の統廃合・民営化や使用料・手数料

の見直し等、さまざまな対策を講じるほか、

経費全般の見直しについても、検討していか

なければならないものと考えております。 

 次に、農政部２年間の取り組みついてであ

りますが、農業振興上において、麦・大豆の

生産技術の向上や、担い手・後継者の育成な

どに努めてまいりました。特に平成１８年の

秋まき小麦の雪腐れ病の多発によって、多く

のほ場で廃耕し、春まき小麦、大豆等に転換

する際に、道と連携をとりながら、大豆の乾

燥調製施設の導入等について取り組みを進め

てまいりました。 

 また、生産基盤を確立するため、緑肥の導

入による土づくりを提唱した結果、平成１８

年の３１戸７０ヘクタールから、平成１９年

１００戸、６００ヘクタールへと大幅に増加

し、化学肥料だけに頼らない土づくりに取り

組む生産者が増えております。 

 このような取り組みの結果、講習等の参加

者から営農に役立ったという感想が多く寄せ

られたほか、小麦・大豆の収量増や品質向上

につながったものと考えております。 

 次に、日本の農業等についてでありますが、

今後、食料をめぐる諸問題として、国民全体

で認識を共有した上で、食料自給率向上を目

指して、消費者、生産者、事業者、行政機関

といった、それぞれの主体による食料・農業・

農村に関する諸課題への取り組みを、さらに

促進していく必要があるとして、今年５月７

日に食料・農業・農村政策推進本部で、食料

事情に対応した食料の安定供給体制確立に向

けての「２１世紀新農政２００８」を決定し、

推進することとしております。 

 次に、本市の農業につきましては、国内外

の諸情勢を、美唄農業のチャンスととらえ、

地域特性を活かして、米を中心にしながら、

多様な農産物を組み合わせた複合経営や共同

化、法人化などを促進し、経営の安定につな

げてまいりたいと考えております。 

 また、支援策につきましては、農家負担軽

減のための助成措置等、引き続き実施してま

いりたいと考えております。 

 次に、後期高齢者医療制度に対する考え方

でありますが、現在、国においては、制度の

施行状況を踏まえ、高齢者医療制度に関する

プロジェクトチームにおいて、保険料の軽減

対策、特別徴収の見直し、終末期相談支援料

の凍結等の検討がされ、一定の運用改善が、

見直しに関する協議会において決定されたと

ころであり、さらに、今後に向けた課題につ

いての検討も継続されております。 

 これらの動向、実施状況等を見きわめなが

ら、制度として改善の必要があると思われる

ものがある場合は、市長会、広域連合等を通

じ、改善を要請して参りたいと考えておりま

す。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君 長谷川議員のご質問に

お答え申し上げます。 

 初めに、市内の高校のあり方についてであ
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りますが、このことにつきましては、保護者

を初め広く市民の方々からご意見をお聞きす

ることは大変大切なことであると考えている

ところでございます。市内高校の各校長及び

ＰＴＡ代表等で構成されております、美唄市

高校問題等対策協議会の関係団体と連携を図

りながら、さらに市内高校のあり方について、

市民の方々の御意見の把握に努めてまいりた

いと考えております。 

 次に、総合学科の周知についてであります

が、毎年道教委で作成しております「北海道

の新しい高校づくりパンフレット」を市内

小・中学校や当協議会にも配付しておりまし

て、道教委のホームページにも掲載をされて

いるところでございます。いずれにいたしま

しても、協議会の議論経過を踏まえ、道教委

と連携を図りながら、広報やホームページな

どを通じ、市民の方々への周知に努めてまい

りたい。このように考えております。 

 次に、改定学習指導要領が詰め込み教育に

なるのではないかということでございますけ

れども、子ども達が学習にじっくりと取り組

める時間を確保する為の授業時数であり、「ゆ

とり」か「詰め込み」かということではなく

て、基礎的・基本的な知識・技能の確実な定

着と、これらを活用する力の育成を、いわば

車の両輪として伸ばすことが改定の趣旨であ

ると考えております。 

 次に、小学校高学年での外国語教育につい

てでありますが、この目標は「外国語を通じ

て、言語や文化について、体験的に理解を深

め、積極的にコミュニケーションを図ろうと

する態度の育成を図り、外国語の音声や基本

的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケ

ーション能力の素地を養う」となっており、

会話が中心になるものでございます。言語教

育は早期から始めることが効果的であり、会

話中心の外国語活動は、小学生にとって楽し

い学習になるのではないかと考えております。 

 次に、道徳教育についてでありますが、こ

れまでも、道徳の授業では道徳的価値につい

て、児童生徒の内面から気づかせることが大

切にされており、決して道徳的価値を押しつ

けるような指導はしてきておりません。 

 次に、教職員の勤務時間増についてですが、

文部科学省は「教職員の定数の改善」「教師が

子ども達と向き合う時間の確保のための諸方

策」等の施策を打ち出しており、教育委員会

といたしましても、教職員の時間外勤務の縮

減に向けて、今後ともより一層努めてまいり

たいと考えております。 

●議長林 国夫君 ７番、長谷川吉春議員。 

●７番長谷川吉春議員 市長と教育長に１点

ずつお聞きしたいと思います。 

 後期高齢者医療制度についてでありますけ

れども、後期高齢者医療制度を廃止するべき

だ。そうした声がいま全国的にも大きく広が

っております。新聞各誌の世論調査では、評

価しないと答えた人が７割を超えているわけ

です。世代を超えて、国民の圧倒的多数が批

判を高めているわけです。全国の都道府県の

医師会のうち、６割以上が反対や批判の態度

を表明するなど、医療関係者からも反対や中

止を求める声が広がってきています。 

 福田内閣の支持率はつい２、３日前の新聞

の報道では、１４％まで下がったと急落して

いるわけです。そうした中で、与党の中にも

動揺が出てきている。これは、国民世論と運
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動が政府与党を追い詰めている、そうした状

態になっているわけです。後期高齢者医療制

度の廃止法案が参議院を可決され、現在衆議

院に回っていますけれども、政府与党の中で

も、見直しの論議が活発になってきています。 

 しかし、こうした小手先の見直しで、いわ

ゆる、稀代の高齢者差別制度と言われている

この後期高齢者医療制度を延命させるのでは

なくて、きっぱりと廃止するべきであります。

政府は財源がないと言っていますけれども、

廃止しても、３月までの制度に戻すだけです

から、新たに大きな財源が必要になることは

ないわけです。大体、財源を理由に高齢者を

差別する医療制度をつくってよいのかどうな

のか、高齢者差別はどんな理由であっても許

されるわけではないわけです。 

 日本の医療費はＧＤＰ比で８％。これは先

進国でも最低の水準です。本来なら増やして

当然なのであります。医療を支える財源につ

いて言えば、自・公政権は、大企業や高額所

得者に７兆円もの減税をして、年間５兆円も

の税金を軍事費に流し込み、在日米軍再編に

３兆円もの税金を出そうとしているわけであ

ります。これらの歳入歳出のゆがみを根本か

らメスを入れなければならない。このように

考えております。 

 政治の姿勢さえ変えれば、消費税に頼らな

くても、安心できる医療・年金・介護など、

社会保障制度とそれを支える財源をつくるこ

とができるわけです。 

 先程のご答弁で、市長は現在、制度の執行

状況を踏まえて、高齢者医療制度に関するプ

ロジェクトチームにおいて、保険料の軽減対

策、特別徴収の見直し、終末相談料、支援料

の凍結などの検討がされ、一定の運用改善が

見直しに関する協議会において、決定された

ところであります。さらに、今後に向けた課

題についての検討が継続されております。こ

れらの動向、実施状況を見極めながら、制度

としての改善の必要があると思われるものが

あった場合には、市長会・広域連合を通じて、

改善を要請してまいりたい。市長はこのよう

に先ほどご答弁されたわけです。 

 しかし、これまでの中では、多くの国民は

こうした部分的な改善ではなく、あくまでも

廃止するべきだ。こうした声が多いわけです。

この制度はやはり一旦は廃止し、撤回して、

老人医療も含めて、日本の医療について根本

から検討するべきだと、このように考えます

けれども、市長のお考えをお聞きしたいと思

います。 

 次に、教育長に道徳教育についてご質問い

たします。 

 文部科学省は改悪された教育基本法を受け

て、伝統と文化を尊重する態度、国と郷土を

愛する態度などの教育を授業全体で強めよう

としているわけであります。しかし、何をも

って伝統とか、愛国心とするかは良心の自由

に属する問題であります。特定の態度を押し

つけ、子どもを鋳型にはめ込む、こうしたこ

とは憲法の精神にも反するわけです。子ども

達は社会格差、いじめ、成績による差別など

で人間として傷ついています。子どもの声を

聞き取り、子どもと共にだれもが人権を尊重

される、そうした学校生活を築くこと、これ

が教育の核心であると、このように思うわけ

です。 

 今、政治が真剣に取り組まなければならな
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いのは、教育条件の整備であります。皆さん

もテレビや新聞等でご承知の通り、霞が関タ

クシー問題、それに関連する官僚の不正問題、

教職員のセクハラが後を絶たない。学校のい

じめによる子どもの自殺を学校ぐるみで隠蔽

する。こうした問題、数え上げたら切りがな

い程、子どもが社会に対する信頼感を損なう

状況が蔓延しているわけであります。そして、

こうした不正を行っている側からの道徳の押

しつけ等もってのほかであります。道徳を口

にする資格さえないと思うわけです。政府が

国民に対して、愛国心を求めるのであれば、

政府も国民を愛する政治を行わなければなら

ないと思います。 

 しかし、今の政府与党が行っているのは、

お年寄りいじめ、現代の姥捨て山と言われて

いる後期高齢者医療制度であり、社会保障切

り捨てであります。アメリカ軍には、条約に

もない思いやり予算を年間２，０８３億円も

くれている一方で、国民への思いやりの１つ

である社会保障費を年間２，２００億円も削

減するなど、まさに逆立ちの政治が行われて

いるわけです。こうした環境の中で道徳の教

育について教育長はどのようにお考えなのか

お尋ねいたします。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 長谷川議員の質問にお答

えいたします。 

 後期高齢者医療制度についてでありますが、

後期高齢者という名称につきましては、私も

特に疑問に思うところがございました。 

 この医療制度は国民皆保険制度を将来にわ

たり持続するため、現役世代と高齢者で、と

もに支え合うものとして設けられたものと承

知しております。 

 現在、国においては、制度の運用につきま

して、改善を検討しているところであり、今

後これらの状況等を見きわめながら、必要に

応じて市長会、広域連合等を通じ、さらに改

善を要請してまいりたいと考えております。 

●議長林 国夫君 教育長。 

●教育長村上忠雄君 長谷川議員のご質問に

お答え申し上げます。 

 道徳教育についてでありますが、不正や犯

罪の多発等、道徳心の欠如が社会問題なって

いること、そして、子ども達のいじめや非行、

自殺等の問題が深刻であるからこそ、次代を

担う子ども達に道徳心をしっかりと行うこと

は、極めて重要なことであると認識をしてい

るところでございます。 

 自分の生まれ育った故郷や国を愛する心情

というのは、人間として自然な感情であり、

そのことを押しつけるのはなく、子どもたち

の内面から気づかせることが道徳教育であり

ます。 

 教育委員会といたしましては、子ども達の

「豊かな心」を育てるためにも、この道徳教

育の充実に努めてまいりたい。このように考

えているところでございます。 

●議長林 国夫君 次に移ります。 

 13 番、紫藤政則議員。 

●13 番紫藤政則議員（登壇） ２００８年第

２回市議会定例会にあたり、私は市長の自己

評価、財政の健全化、そしてあるべき地域医

療と市立病院再編計画の大綱３点について、

市長にご質問いたします。 

 大綱１点目は、市長の市政に対する自己評

価についてであります。 
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 その１つは、市政執行の成果と反省につい

て伺います。 

 ほぼ４年前、２００４年の１０月１日に、

市長に就任されました。今日まで様々な悪い

環境下で、ご努力をされてきたと思います。

そこで、この間、市長が取り組まれたいわば

重要な政策、数々の政策ありますけれども、

重要な政策とご自身が位置づける、そういっ

たものの中で、これは成果が上がったと。掲

げる成果が上がり、市民福祉の向上につなが

ったと。そういう評価する取り組みは、具体

的にどういうものがあって、一方、一生懸命

やったけれども、うまくいかなかったと。失

敗しちゃって大いに反省しているという取り

組みがどんなものか、成果と反省に分けてお

示しいただきたいと思います。 

 合わせまして、何故成功したか。何故失敗

したか。その要因です。これについても触れ

ていただきたいと思います。いわばご自身が

ご自身の勤務評定をこの場でどうされている

のか。北海道新聞では６０点と出ております

から、６０点なのかもしれませんが、具体的

な事業を挙げられて、お気持ちをお聞かせい

ただきたいと思います。 

 次に、引き継ぐべき課題についてでありま

す。９月いっぱいで市長任期が終わります。

３ヶ月余りとなりました。一般質問の初日、

１３日の金曜日になりました。２期目の出馬

表明この本会議場で高らかに行いました。難

題が山積をしている。生き活き美唄の実現ま

で道半ばだと。美唄の未来づくりに力を傾注

したいと、こういう趣旨の未来志向のお話が

されました。取り組むべき課題も何点かそこ

で示されておりますが、今市政が抱えている

課題からあなたが最重要、最優先に取り組ま

なきゃならないと判断しているものは何なの

か、１つ挙げていただきたい。合わせてそれ

をどのように解決しようと考えておられるの

か。思うところお示しいただきたいと思いま

す。 

 大綱の２点目は、財政の健全化についてで

あります。先程同僚の長谷川議員の方から、

同趣旨の質問がございました。次につなげる

ということもございまして、重複する部分も

ございますが、ご容赦をいただいて、質問さ

せていただきたいと思います。 

 私は、３月の第１回定例会でも、０８年の

予算ベースで新しい財政健全化法に基づく、

４つの財政指標です。言わばイエローカード

のα値それがどのようになるんだろうという

ことお尋ねをしたわけです。その後、この定

例会冒頭で、０９年度の決算概要、各会計の

概要が示されまして、当初スタートの時とは

異なった、いわば悪い材料が出たわけであり

ます。 

 １つは、一般会計が２３年ぶりに実質収支

の赤字が出た。1 億２，８００万円そして、

市立美唄病院事業会計は当初２２億８，００

０万円程度と予定をしていた不良債務の累積

額が、２３億４，９０００万円、６，９００

万円の悪化の状況が出た、合わせまして平成

２０年、０８年です。０８年の予算段階では、

これは数字ちょっと今手元にありませんが、

２億約６，０００万円からの、いわば歳入歳

出収支不足額を抱えた予算でスタートをした。

その為に今財産収入を見積もり、売れるか売

れないかわからない財産収入でありましょう。

合わせて、特定目的基金の償還を、これを借
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り替える。こういうような方法をとって、よ

うやく収支均衡にしたという経過がございま

した。 

 そんなきつきつのというよりも、文字どお

りこの０８年度の各会計の当初予算というも

のは、そのとおり執行しても、赤字含みだっ

たというものが、今申し上げました前年度の

決算概要を踏まえれば、さらに大きな要素と

して悪化をしているという現状は、誰が見て

も明らかなわけであります。こういった状況

を踏まえて、４つの健全化の判断比率α値と、

資金不足比率、これは企業会計に関わるもの

ですが、γ値の見通しと、早期健全化団体適

用回避するための対策のポイントについて、

お話をいただきたいと思うんです。 

 先程、それぞれお話がありましたが、１、

２点、具体的に、対策のポイントという部分、

私なりに考えている分ございますから、お話

をさせて頂いて、ぜひお酌み取りいただきた

いと思うんですが、１つはこの美唄市の財政

が、もう大変な事態になっているという、財

政非常事態宣言を内外に向けて発していただ

く。いただきたいということであります。 

 財政非常事態というのは、この文書的には

予算編成方針なり、これは昨年度の予算編成

方針の中にも一文が見えました。これは職員

や、私どもに対してもそうですけれども、市

民の皆さんに対して、業界の方もそれぞれ美

唄の財政というものを大きく影響が出てくる。

そういう人に対しても向けて、この非常事態

宣言を発して頂きたい。これは。今初めて申

し上げる話ではないんですが、これが１つで

あります。 

 それからもう１つは、平成２０年、２００

８年のこの当初予算をし直すぐらいの思い切

った見直しをしていただきたいということで

あります。もう手遅れなのかもしれませんけ

れど。私は、初日の本会議で、あなたの専決

の承認の件に当たって質疑を行いました。３

回、４回とやったんですけれども、それは何

故やったかというと、私自身はもうこの当初

議決をした予算を、そのまま執行するような

環境にないだろうと。だから、この繰上充用

の補正の段階で、そのことを真摯にぶつけて、

この意思機関、予算を決定する議会の中で議

論をすべきだと、そういう趣旨で申し上げた

んですが、専決やってしまったから、改めて

この事を短期の取り組みとして、お考えいた

だけないかということでございます。 

 それから、中長期的な取り組みでございま

すけれども、財政危機というのは、今までも

何度かありましたけれども、構造的な、そし

て、年度間の財源調整機能が喪失をしている。

積立金がないわけでありますし、それから今

後新たに求めなければならない依存財源、国

等に対する交付税も、これはまさにその確保

の目処がないという、がんじがらめの状況で

す。こんな状況の中で、これを乗り切るには

どうしたらいいのかということ。私はこれも

繰り返し申し上げていますが、行財政の構造

改革が必要だろうということを申し上げてい

ます。 

 構造改革というと、国の構造改革というこ

とで、余りいい印象はないわけですけれども、

行財政のシステム改革です。１つは、計画行

政との整合性、徹底した計画行政でありまし

ょうし、それから財政情報、財務情報のわか

りやすい提供でありましょうし、計画行政に
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連動した総合計画に連動した予決算でありま

しょうし、予決算に添付をする財務諸表コス

ト意識を持ち、それから、いわば企業会計の

発想を持つ、それらの財務諸表を添付してい

くということも１つでありましょうし、最も

大事なそれに向けて、長がリーダーシップを

発揮しなきゃならないということが、最も大

事なのかもしれませんけれども、これらの、

この財政構造改革のための、システムづくり。

何度か指摘をしていまして、今までも予決算

の場だとか、一般質問の場でも前向きな話あ

るんですよ。 

 わかりやすい予算をつくろうとか、いわば

事業費をベースにした予決算にしようとか、

それから、計画外の事業が出たら、それを見

直す為のルールをつくっていこうとか言って

いるんですが、さっぱり進んでない。それで、

そういうものがなければ、計画を作るための

計画に終わってしまうわけでありますから、

中長期の取り組みとして、ひとつお考えいた

だいて、あなた自身が何かお持ちの考えがあ

れば、この認識をどう持って、どう課題をお

さえて、どのような対策を講じようとされて

いるのか。この際、お尋ねをしたいと思いま

す。 

 それから、最後でございますが、あるべき

地域医療と市立美唄病院再編計画について伺

います。 

 昨年の３月、これはちょうど改選前の最後

の議会でありましたけれども、美唄市地域医

療マスタープランが作られまして、議会に示

されたわけであります。６０ページ程度のか

なりの力作でありましょう。これらも美唄の

地域医療をどうしていくのかという、１つの

姿、目指す方向、具体的な取り組みというも

のが示されて、１年を経過したわけでありま

すが、私が申し上げるまでもなく、労災との

統合がならず、今は、新たな市立病院の再編

をしていこうということの計画が打ち立てら

れ、それが実行途上にある状況であります。

このマスタープランができ上がった後、この

統合が頓挫をしたと。この時にも私は指摘を

しましたし、それから、議会の要望書の中に

も申し上げておりますが、新たな美唄のマス

タープランは必要でしょうという、当然のこ

とを申し上げたんですが、私どもの目に触れ

ていないわけであります。 

 このマスタープランを見直した上、あるべ

き地域医療の姿を示すためのプラン作りが必

要だと思うのですが、これらを見直すお考え

があるのかどうなのか。合わせまして、その

為に意識調査、市民の皆さん方が公立病院、

市立病院を含めて、どんな目で見ているのか。

美唄の地域医療。そして何を期待しているか。 

 これは、かなり現実的な物の見方をされて

いると思うんです。あなたが、市長選に立候

補して、４年前はかなりの、今思えば、風呂

敷を広げたといいますか、産婦人科のお医者

さんの確保のことやら、それから、医師の不

足に対する充足についての考えやら、期待感

を与えたものがございました。しかし、現実

このような医療環境、医師不足というものを

踏まえて、現実的な物の見方をされている人

が多い。 

 一方、切実ないわばこの医療の衰退に伴う

影響を受けている市民の皆さんもいらっしゃ

る。こういった状況、実態を、客観的にどう

把握するかということがまず必要だと思うん
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です。これをおやりになってないんです。マ

スタープランの時も再編計画策定の時も、で

き上がった素案を、それぞれ地域に入って、

お示ししているだけなんです。是非、これ新

聞屋が取り組むアンケート調査なんていうの

は、全国の結果を１，０００のサンプルでや

ったり、甚だしいのは５００のサンプルでや

ったり、美唄、今２万７，０００の人口であ

りますけれども、どのくらいのサンプルが必

要か。これ私わかりませんけれども、やる気

があれば、短時間でできることでありましょ

う。お金をかけず。これらの市民の皆さんの

意識調査を前提にして進めるべきだというふ

うに思うんですが、市長はこのことについて

どう考え、この見直すお考えがあるとすれば、

いつまでに見直すのか。そのことをお答えい

ただきたいと思います。 

 次に、市立美唄病院再編計画の推進状況と

今後についてお伺いをいたします。 

 市立病院の再編計画は、いろんな議論がさ

れ、大変な思いをされて計画ができ、この４

月からスタートをしたわけであります。職員

数の減、病床数は２０９床から、１４３床に

大幅な減少をした。そして、再編計画にはな

かった救急体制ですね、これの構築もされた。

これらの、再編計画そのものも動きがありま

すが、推進状況がどうなっているか。患者さ

んの動向、最終的に職員の配置がどうなった

かです。救急患者等の動向がどのようになっ

ているか。それらの分析等されていると思い

ます。 

 ちょっと早いですけれども、４月から始ま

って、５月、６月ですから。それと今後どの

ようにすべきか。これは、様々な課題がある

わけですけれども、この再編計画をどうその

とおり実践をしていくのかということが、結

果として、病院の再生につながるということ

であれば、日々これ進行管理しなきゃならん。

合わせて状況についても、少なくとも市立病

院に関わる医師医療スタッフはもちろんのこ

と、その動向について、患者さんも把握をし

てなきゃならない。私どもも然りであります。

これらの情報提供というのは甚だ足りない。 

 以前は院内トピックスというのを作りまし

て、患者の動向やら、それぞれの現場の声や

ら、病院長のいわゆる問題意識、言わばこう

いう市立病院の運営をしていこうよと。こう

いうのが出されたわけです。医療相談室の動

き、これらも出されていたわけですけれども、

これをやめてしまった。これは情報の共有に

ならない。何に向けて、どのように１つ市立

病院を作り直していくのかということが、一

体としたものにならない。これらの情報をし

っかりと共有して、共に再建をしていこうと

いう、そういう簡単なことですよ。これ。院

内トピックス作るというの、やっていたんで

すから。こういうことも含めて、今後どのよ

うにしようとしているのか。これをお答えく

ださい。 

 ３つ、公立病院改革プランについてであり

ます。 

 先ほどもこのプランについて、ご質問がご

ざいましたが、これは、新しい財政の健全化

計画が出来た後、市立病院の赤字がこの連結

赤字比率に入りまして、それぞれ全国的に、

公立病院抱える自治体が悲鳴を上げた。数値

に大きな影響が出てくるということもありま

して、その悲鳴を受けて、国が言わば先延ば
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ししましょうという事で、公立病院の特例債

制度を設けたという時に、言わばどういうこ

とをクリアできれば、この起債が借りられる

のか。ガイドラインみたいなもの作った訳で

す。それを受けて、この改革プランは、この

６月の確か６日辺りだったでしょうか。具体

的に、国から示達文書が出たわけであります

けれども、この改革プラン、この概要の主な

ところで結構ですから、どのようなもので、

そして、これいつまでに作るんですか。作る

までにどんな手順・手続を踏んでやるのか。

これらをお聞かせいただきたい。と思います。 

 次に、公立病院特例債について伺います。

まず、この公立病院特例債、先程の市長のご

答弁では、８億数千万のお話がありました。

８億３，９００万円借りられればの話です。

この特例債、これを発行するための前提条件、

それと発行後の条件利率とか期間とかです。

そういう発行後の条件、これらを少し教えて

ください。 

 それから、この発行に向けてクリアすべき

条件です。これは、公立病院のガイドライン

にも記載をされていると思いますし、その前

段、昨年の秋以降出された、ガイドライン。

これらにも示されておりますが、高いハード

ルがあります。病床利用率とか、人件費率と

か、単年度の赤字を出さないと、きちっと止

血されるかどうかということとか、あるはず

なんですが、これらの中で、市長ご自身がこ

のさまざまな条件の中で、これはしんどいと。

クリアするには至難だというふうに考えてい

るのがあればお聞かせいただけますか。８億

３，９００万円入んなきゃ、起債付かなきゃ、

美唄がイエローカード出されてしまうという

ことでしょう。当然昨年の秋以降、これらに

ついての情報が入っておりますから、把握を

されていると思いますから。具体的にお示し

をいただきたいと思います。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君(登壇) 紫藤議員の質問に

お答えします。 

 初めに、自己評価について、私の市政執行

についてでありますが、平成１６年１０月に

市長に就任して以来、「生き生きとした人づく

り」「活き活きとした街づくり」「生き活き美

唄の土台づくり」の３つの柱を掲げ、市民の

皆さんとの対話とまちの未来を考える支える

人づくりを基本に、全力で取り組んでまいり

ました。 

 まず、まちづくり全体の基本となる仕組み

として、市民主体、協働、情報公開等、まち

づくりの理念と原則を定める本市の「憲法」

ともいうべきまちづくり基本条例を市民の皆

さんの参加のもとに制定することができまし

た。 

 この条例と共に、地域コミュニティ安全条

例、美しきまちづくり条例、パブリック・コ

メント手続条例等、今後のまちづくりの基礎

となる条例を整備いたしました。 

 ３つの柱のうち、「生き生きとした人づく

り」については、ブックスタート事業、子ど

も１日市長を開始し、子どもたちの心の豊か

さを育むと共に、まちづくりへの関心やふる

さとへの愛着づくりなどに努めてまいりまし

た。市民の皆さんの暮らしを支える取組みと

して、福祉灯油の実現のほか、南美唄福祉会

館の整備を行い、今年度は峰延福祉会館の建

替えを行うこととしております。 
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 「活き活きとした街づくり」については、

インターネットを活用した、「食」と「交流」

を発信するポータルサイト「ピパ」の開設に

より、地域情報や美唄産の食をＰＲ・販売す

るシステムを構築し、今後の経済振興につな

げる土台が出来つつあると考えております。

懸案事項でありました美唄駅周辺土地区画整

理事業をはじめ、公営住宅の建替え等の大型

事業に取り組み、都市環境づくりにも一定の

目途をつけることができました。 

 「生き活き美唄の土台づくり」については、

指定管理者制度の導入により、施設管理に民

間の知恵と工夫を活かす仕組みを作りました。 

 また、現在地域応援チームや美しきまちづ

くりサポーター制度導入を進めており、コミ

ュニティの再生や協働のまちづくりの道筋を

つけているところであります。 

 以上のような政策を進めてまいりましたが、

現時点においては、地域医療の再構築は引き

続き大きな課題であり、経済振興については、

依然として厳しい雇用情勢が続いており、農

業を中心とした産業間の連携の仕組みづくり

は、その途上にあります。市の財政状況に関

しては、三位一体改革や地方公共団体の財政

の健全化に関する法律等により、一層厳しい

環境となり、財政健全化に向けて、これまで

以上に全力を挙げて取り組まなくてはならな

い状況にあります。 

 総じて私のこれまでの仕事は、街のさまざ

まな土台をしっかりと堅める段階にあり、今

後これらをさらにしっかりとしたものにする

とともに、市民の皆さんと心を１つにして、

希望の持てるまちづくりを推進していかなけ

ればならないものと考えております。 

 次に、今後の課題についてでありますが、

私は、今後、市民の暮らしに最も身近な自治

体として、市民と行政、地域の市民同士が、

相互に信頼し合い、尊重し合い、心を１つに

してまちづくりを進めていくことが最も大切

であると考えております。 

 このことを基本として、現在直面している

大きな課題に、市民の皆さんと共に、真正面

から取り組まければならない局面であり、最

大の課題は市民の皆さんの暮らしを支える為

の基本となる財政健全化と地域活性化であり

ます。これは表裏一体の関係にある為、一体

的に取り組むことが重要であります。財政健

全化については、今後公立病院改革プランと

共に、新たに財政健全化計画を策定し、着実

に取り進めていかなければならないと考えて

おります。また、地域活性化については、イ

ンターネットなど情報通信技術を活用し、地

域資源を最大限生かして、交流を促進し、今

日的な課題である「環境保全」や「地域コミ

ュニティの再生」などにもつながるよう、農

業を中心とした産業間の連携の仕組みづくり

を構築することが必要であると考えておりま

す。 

 私に課せられた使命は、これらの課題解決

に向け、市民の皆さんと対話を重ね、ともに

悩みながら英知を集め、美唄の新しい価値を

創造しつつ、誰もが住んでよかったと実感で

きる、人とまちが輝くふるさとづくりを進め

ることであります。 

 次に、財政健全化について、平成２０年度

の健全化判断比率の見通しについてでありま

すが、４つの健全化判断基準のうち、連結実

質赤字比率が病院会計の累積不良債務等から、
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本市に適用される基準の１８．５％を上回る

２０％台になるものと試算しております。 

 実質公債費比率については、２３％台で推

移するものと試算しております。さらに病院

会計の資金不足比率は、経営健全化基準の２

０％を大幅に上回る１００％台になるものと

試算しております。これらを踏まえ、平成２

０年度においては、公立病院改革プランを策

定し、平成１５年度以降新たに発生した不良

債務を、長期借入金に振り替える、公立病院

特例債を発行し、連結実質赤字比率を基準値

以下に抑えたいと考えております。 

 また、実質公債費比率が、この特例債の借

り入れにより、後年度上昇することとなるた

め、基準値の２５％以下になるよう、市債発

行の調整と抑制及び交付税算入のある有利な

地方債の確保を図らなければならないと考え

ております。 

 次に、本年度における健全化に向けた取り

組みとしましては、歳出においては一部経費

の執行の抑制、入札残の執行留保、借換債の

発行による公債費の縮減などに努めるほか、

歳入においては、市税や使用料等滞納整理の

強化、土地売り払い等財産収入の確保、特別

交付税の確保に努め、収支均衡を図ってまい

りたいと考えております。なお、財政非常事

態宣言につきましては、健全化計画の策定と

合わせ検討させていただきます。 

 次に、今後の中長期的取り組みについてで

ありますが、今年度においては、持続可能な

自治体経営を目指して、自立推進計画の見直

しと合わせ、１０月を目処に財政健全化計画

を策定することとしており、その中で病院会

計の不良債務解消計画を含め、収支改善の取

り組み内容と財政収支見通しを明らかにして

まいります。 

 また、地方分権のさらなる推進が重要であ

り、第２次地方分権改革を強力に推し進め、

地方の自主財源についても最大限確保するよ

う、国・道に対して求めて行く必要があると

考えております。 

 財政健全化に向けては、病院不良債務の解

消と公債費負担の縮減を基本課題とし、市立

病院の収支改善に向けた経営基盤づくり、市

債及び債務負担行為など、将来負担の適正化

のほか、自治体規模に見合った定員の適正化

と組織体制づくり、施策・事業の選択と重点

化、公共施設の統廃合及び民営化、使用料・

手数料見直しなど受益者負担の適正化、協働

の街づくりを進めるサポーター活動の拡充な

ど、さまざまな対策を講じていかなければな

らないと考えております。 

 なお、具体的な対策を実施するに当たって

は、市民の皆さんに、財政状況や取り組み内

容を説明し、ご理解・ご協力をいただきなが

ら、取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、あるべき地域医療と市立美唄病院再

編計画について、地域医療マスタープランの

見直しについてでありますが、平成１９年３

月に策定した「美唄市地域医療マスタープラ

ン」は、厳しい医療環境の中にあって、必要

な医療サービスが提供できるよう、市に求め

られる医療機能や市立病院と美唄労災病院が

統合した新しい病院の姿などを明らかにしま

した。 

 しかし、統合断念後においては、美唄労災

病院が北海道中央労災病院せき損センターと

して「せき損医療」に特化するなど、診療体



- 117 - 

制の見直しを行ったほか、国は病院事業を設

置する全ての地方公共団体に、公立病院改革

ガイドプランに基づく公立病院改革ラインの

策定を求めるなど、医療を取り巻く環境は大

きく変化しております。 

 このため、本年５月には、地域医療に関し

総合的に検討することを目的に、「美唄市地域

医療庁内検討委員会」を立ち上げたところで

あり、今後においては、公立病院改革プラン

の策定時期に合わせ、地域医療マスタープラ

ンで示した市に求められる、医療機能や市立

病院の機能・規模などについて必要な見直し

を行うなど、地域医療の確保に向けた基本的

方向を明らかにしてまいりたいと考えており

ます。 

 また、市民の医療ニーズを把握する上で、

アンケート調査等の手法がありますが、現在

さまざまな立場から意見をいただくことを目

的に、関係機関・団体等で構成する「美唄市

地域医療に関する懇談会」の設置に向け、準

備を進めており、重要な事項については、ま

ちづくり懇談会やパブリックコメントを実施

するなど、広く市民の意見を聞いてまいりた

いと考えております。 

 いずれにいたしましても、地域医療の問題

は、本市における最重要課題でありますので、

地域医療の確保に全力を挙げて取り組んでま

いりたいと考えております。 

 次に、市立美唄病院再編計画の進捗状況等

についてでありますが、本年５月末現在の患

者数について、再編計画との比較で申し上げ

ますと、１日当たりの平均患者数が入院一般

で、計画２５.４人に対し実績２７.６人で、

２.２人の増、療養は、計画４０人に対して、

実績３４.２人で５.８人の減となり、外来は、

計画３００人に対し、実績２８８人で、１２

人の減という状況であります。 

 次に、６月１日現在の職員配置状況につい

て申し上げますと、医師は非常勤を常勤換算

し、計画９.４人に対し、１０・７人で、１.

３人の増、医師を除く職員は、計画１１５人

に対し１２１人で６人の増という状況になっ

ております。なお、救急医療につきましては、

医師会の協力を得た中で、救急外来診療を市

立病院に一本化し、２カ月が経過しました。

民間医療機関を除く救急患者数の取り扱い件

数について４月、５月の状況を昨年度と比較

して申し上げますと、平成１９年度の１，１

４３件に対し、今年度は７３７件で約３５．

５％の減少救急車搬送件数は平成１９年度の

１０２件に対し、今年度は９１件で、約１０．

８％の減少となっております。全体的に減少

しておりますが、市立病院における救急車搬

送件数は昨年度５４件に対し、今年度８５件

と約５７．４％の増加となっております。 

 次に、医療総合相談室の活動状況について

でありますが、５月末現在の相談等件数は１

１３件で、昨年同期の６４件より約７６．６％

増加しております。 

 次に、経営状況等の情報提供等についてで

ありますが、現在は、運営会議等で必要な都

度報告しておりますが、今後は、公立病院改

革の取り組みや、病院の経営と市の財政状況

等、美唄市の状況等を定期的に、情報発信や

説明会などを通して、職員等へ提供してまい

りたいと考えております。また、市民ニーズ

の把握については、現在設置に向け準備を進

めている、「美唄市地域医療に関する懇談会」
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や「まちづくり懇談会」などを通してその把

握に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、公立病院改革プランについてであり

ますが、改革プランは、公立病院改革の３つ

の視点のうち、経営効率化にかかわる部分に

ついては、３年程度、再編・ネットワーク化

及び経営形態の見直しに関わる実施計画に係

る部分については、５年程度の期間を対象と

して、平成２０年度内に策定することとなっ

ております。 

 改革プランに盛り込む主な内容としては、

「病院が果たすべき役割及び一般会計負担の

考え方」、「経営効率化に関わる数値目標と数

値目標達成に向けての具体的な取り組みと実

施時期」や「病床利用率の状況踏まえた病床

数の抜本的な見直し」などを盛り込むことと

なっております。 

 また改革プランのスケジュール等につきま

しては、病院特例債の発行の手続きの関係か

ら、９月末を目処に策定する考えでおります

ことから、今後市内の関係機関・団体等の代

表者との懇談会や、市議会並びに市民説明等

行いながら、策定に取り組んでまいりたいと

考えております。 

 次に、公立病院特例債についてであります

が、特例債は、病院事業について、既に多額

の不良債務を有する地方公共団体が平成２０

年度において「公立病院ガイドライン」に基

づき、公立病院改革プランを策定するに当た

り、平成１５年度末から平成１９年度末まで

に新たに発生した不良債務を長期債務に振り

替え、その計画的な解消を図ることができる

よう、平成２０年度に限り発行できるもので

あります。対象となる団体は「平成１９年度

決算において不良債務比率が１０パーセント

以上であること」「公立病院改革プランの策定

により、単年度収支の均衡を図ると共に、公

立病院特例債の償還財源を確保することがで

きると見込まれるものであること」「職員に対

する給与及び諸手当に関し、不適切な運用等

が行われていないこと」が前提条件となりま

す。また、発行後は、償還期間７年以内で、

毎年６月末までに経営改善の実施状況を総務

省に提出することとなっております。 

 本市も病院特例債の発行を予定しており、

発行計画書と前提条件となる「病院改革プラ

ン」または「その骨子」を９月末までに、総

務省へ提出することとなっております。この

計画の策定に当たっては、限られた期間内に

収支均衡を図る体制を盛り込むなど、クリア

すべき課題が多いものと考えておりますが、

この特例債の発行に向けて、全力で取り組ん

でまいりたいと考えております。 

●議長林 国夫君 13 番、紫藤政則議員。 

●13番紫藤政則議員 市長の決意表明をまた

お聞きをする結果になりましたが、自分の評

価というのは、これはなかなかしづらいもの

でしょう。けれども、これからに引き継ぐべ

き課題の部分も含めて、少しくお尋ねしたい

と思います。 

 １つは、なぜ成功し、なぜうまくいかなか

ったか。これもう少し教えてくれませんか。

要因です。なぜなら、例えば重要課題でも、

これから行政は継続性というのは大事ですし、

失敗した部分というのは反省の上に立たなき

ゃ、仕事って成功に向けてつながらないわけ

でしょう。その辺の理由が、財政問題で三位

一体に関わる部分だけで、思いはあるんでし
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ょうけれども、少しくなぜそうなったという

こと教えてください。 

 それから、２期目に向けて市長は、マニフ

ェストを作られますか。１期目終わって、所

信表明に対する質疑だから、１０月の議会で

す。４年前１１月までこぼれましたけれども、

マニフェストをお作りくださいということを

申し上げた。というのは今言われた、市長は

さまざまな合格点をあげた部分、これスロー

ガンだけでは検証のしようがないということ

をいつも申し上げている。いつまでにどうし

て、それがどういう効果があるか。工程を含

めて、繰り返しマニフェストって、どういう

ものかという必要はないと思います。これは

反省の上に立って、お作りになるべきだろう

と、当然そうなさるのが首長の役割だろうと

思うんです。 

 それから、１４日の北海道新聞で、食の駅

建設について書いているんですよ。食の駅建

設は「この財政状況で大型の箱物建設は市民

理解を得られず、今回は建設という公約は掲

げない。」ここだけ見ますと、やめたのか、と

こうなるんですが、以下(既存の施設を使い)

ソフト面を重視したものにしたい。建物は立

てないのか、何なのかですね。食の駅の建設

についてはどう考えているのか。私ずっとこ

のこと引っ張ってきまして、予算の都度、や

るべきでないということで、修正案まで出し

てやってきていることです。いま食の駅反対

の街頭宣伝活動もやっている訳なんです。こ

の後私どもの志ある仲間と一緒に、シンポジ

ウムをやろうとして、ぜひやるべきだという

人のご意見も含めて、やらないというのなら、

その必要ないんです。これは、ちょっと読み

切れないんです。市民の皆さんにわかるよう

に、ひとつ教えていただけますか。どういう

意味なのか。 

 それとこれは、財政健全化の議論とも一致

しますけれども、財政の健全化をどうするか

ということと、生き活き美唄ということは表

裏一体だということです。これは前にもお話

がありました。これは切り離せないことです。

果たしてそうでしょうか。私は、両方追い求

めて、両方失敗するんではないかと思います。

これは、恐らく私今お尋ねしても、同じこと

返ってくると思うんです。失敗なさると思い

ますよ。こういうお考えで進めるとすれば。

これはしつこく聞きませんから、ひとつお答

えいただきたいと思います。 

 次に、財政健全化ですが、短期的取り組み

で、いろいろ言いました。これ公立病院特例

債８億３，０００万が全てだということです

が、後で病院の問題のハードルの部分詰めな

きゃいけませんけれども、借りられるかどう

か、いま言明できないでしょう、見通しも含

めて、胸張って。大丈夫だって言えませんで

しょう。至難の業じゃないですか。これが全

ての命綱だとしたら、早期健全化団体になる

という前提での構えが必要じゃないでしょう

か。予算そのままでいいんですか。このまま

で。私は財政非常事態宣言と、予算のし直し

みたいなこともお話しましたけれども、私が

言って、せえといってやるものではない。自

らやるものなんです。だからやる気がないん

でしょう、恐らく。言われてやる性格のもの

ではないと。この非常事態宣言というのは。

自ら考えなきゃならん。私はないとみた。そ

ういう危機意識。それとこの予算をどうする、
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予算の見直し、し直すという、これにお答え

がなかったけれども、これ最低でも、財務規

則にあります特定収入の規定あるでしょう。

これは守ってください。これ今の財務規則、

古い規則かよくわかりませんけれども、予算

執行の制限というのがありまして、財源の全

部または一部を特定収入に求めるもの、それ

は確定しなきゃ予算執行するなという規定が

あるでしょう。これは守ってください。 

 というのは、地方債に財源を求めるものと

いうのは、起債の許可見込みというのをみな

きゃいけないわけですけれども、前年度実質

収支赤字になったと。さあ病院如何では財政

の早期健全化団体に指定も危ないと。こんな

状況下で起債がスムーズに許可になるのか。 

 この美唄は、公債費負担比率が１８超えて

いますから、国と協議でなくて許可でしょう。

許可してもらわないといけないんでしょう。

これしっかりと確定してから、事業を執行し

てください。財務規則にそう書いてあるんだ

から。そこでお約束してくれませんか。尋常

の状況ではないわけですから。当然のことを

お尋ねしたんですけどね。そこのところです。 

 これいま短期的なことでお話していますけ

れど。中長期の部分ですけれど。これいつも

言っていることしか書いていない、答えてな

いですよ。いま。いろいろ言っていましたけ

れども。まず、どういうのでしょうか。やり

方として、あなたがリーダーシップを発揮さ

れて、フレームの骨子をお示しになるという

方法もあるでしょう。それから従来やってい

る手法があるわけですから、それのやり直し

もあるでしょう。しかし、本当に危機感とい

うものを感じたら、私申し上げた財政構造、

システム改革のお話ししましたけれども、触

れられてないですよ、これ。全然それは。無

視ですか。若い方々との、今そこにお座りい

ただいた方々は、２０年もお勤めの方はいら

っしゃらないでしょう。美唄市にこれからし

っかりと根づいて、働いていくという若手の

職員、こうした人方にぜひ汗をかいていただ

くこと、やってくださいということ私申し上

げた。自分のこととして考えるんだから。そ

してより市民の身近に生活をして、生きてら

っしゃるという方々と、一緒にやってくださ

いということ、行財政の構造改革、システム

改革、その部分改めてご答弁いただけますか。

先ほど聞いているけれども、それで、中長期

の問題として具体的に、こういう事業を見直

したらいいんだということを、私何点か申し

上げますから、ご感想いただきたいんです。 

 １つは、今まで言っている事ですから、繰

り返し議論になりますけれども、南空知ふる

さと市町村圏です。これおやめください。今

１０億円の基金を積んで、外国にそのお金を

回して運用しているそうです。それを降ろす

となると困るんで、だめだと言っているそう

なんです。けど、もう必要ないですよ。１億

２，３，０００万のお金積んでいるわけでし

ょう、美唄。南空知ふるさと市町村圏の理事

者である市長も入っておられる。議長も議会

側として入っておられる。議論をしていただ

けませんか。今年ということにはならないで

しょうけれども、国の財政負担やら、道もあ

るでしょうから。しかし、抱えるこの空知圏、

特に必要のないとはいいませんが、もう既に

役割を私は終えていると思いますけれども、

積極的にこの一部事務組合の中で議論を反映
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して、ぜひ美唄市として、これはその役割を

終えたと。解散して積んでいるお金はみんな

に戻すべきだと、こういうことをやっていた

だきたい。 

 それから、２つ、農地水環境保全向上対策

事業。これ２１年度以降やめてください。私

はこの問題で何度か議論をさせていただきま

した。スタートのときは２億９，０００万か

らの事業費が、いわば自主財源、依存財源で

はなくて自主財源１千数百万でやれるという

話だった。人件費入れても年間２，０００万。

それを５年、２掛ける５で１億。つぶさにこ

のことの検証はしておりません。ぜひ常任委

員会でもこの効果について検証したいと思っ

ていますが、これは、ちょうど参議院選挙が

昨年行われる前のことでありました。一方で

は所得保障と参議院選挙対策という人もいま

したけれども、いわば実質的に農業外の所得

保障をということも狙いにあった訳です。手

続の問題やら含めて、非常に、手間が大変だ

ということで、見直しを行うようであります

が、美唄市としては夕張市同様その効果につ

いて明確に非農家の皆さん方に説明をし得る

状況ではないというご判断に立って、これは、

ぜひ英断を持って来年度以降の実施について、

見直しの方向で検討すべきだろうと。２つで

あります。 

 それから、これは具体的というよりも、こ

れからのまちづくり、特に建設事業等に対す

る物の考え方です。新設よりも補修をと。新

たな建設よりも既存の施設の補修と、今回も

初日もそうでしたが、この地震の問題等でさ

まざま出てきました。老朽施設の改築計画す

ら建てられないという現状ということがあり

ます。道路についても新設改良これはすべて

見直す。補修に軸を移すということでありま

す。建物、道路、こういうことを検討してく

ださい。 

 それから観光事業。様々な夏祭りやらいろ

いろな観光事業が行われています。これの助

成見直してください。今大きな札幌市でもこ

の雪祭り、大変なお金が落ちると。数百億。

これ皆さん喜んでいらっしゃるのかという話

しですけれども、そうでもないようでありま

す。自衛隊さんがどうかというのもあるよう

です。けれども、この観光に関わる支出です。

逐年絞っておられるようですけれども、これ

はアンタッチャブルとは言いませんけれども、

今この補助金等の一覧を見ますと、非常に高

いウェート、高い額になっています。歌舞裸

だとかですね。百万凧どうなのか。いろいろ

あります。 

 これらの時期の設定含めて見直していく。

圧縮に向けて見直して行く、即ち後期計画の

見直しですよ。２１世紀まちづくりプラン後

期計画、平成２２年までのこれは、事務方に

任してやれることじゃないですよ。これ病院

の問題も含めて、全部、８月、９月に集中す

るわけでしょう、まとめあげなきゃならない。

財政の健全化は１０月ということを言ってい

ますが、選挙とぶつかっちゃうんですよ。誰

も出てくれなきゃ、１日だけ選挙すればいい

からいいのかも。あなたが主体的にリーダー

シップを発揮して、フレームを示さなきゃな

らない。指示をしなきゃならん。それが今の

あなたの最大の責任だと思いますよ。市長。 

 東京に用務も非常に多いようですけれども、

地元に張りついて、目を輝かせて市民や関係
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団体の皆さん方に正対すると。職員には共に

やろうということを、自らの言葉と行動でお

示しをする。その為に今申し上げた取り組み、

ぜひしてください。 

 ちょっと具体的に踏み込んで、中長期の課

題について申し上げました。病院のことは、

いろいろありますけれども、私は何でこれ減

ったかとか、再編計画の進捗状況と要因とか

もお尋ねしたかったんですけれども、他でち

ょっと時間食っていますので、財政問題との

関わりありますから、深くお尋ねしませんけ

れども、私どもも反省を踏まえて、この病院

問題、美唄の市立病院をどうして行くのかと

いうやつ、何かしら何かがあったら、足を引

っ張ろうか式のものでは決していけない。私

自身思うんです。 

 １３日の初日の質問に谷村議員も話しして

いましたけれども、東京の物産展、みんな出

かけて行こうやというやつです。市立病院の

勤務医の皆さん方の労働条件ということ考え

ますと、一生懸命働いている方を前提にした

ものですけれども、今日もアンケートが出て

いました。夜勤明けにそのまま平常勤務、週

労働が１００時間というデータがある。道の

調べでもありますけれども、これじゃ寄りつ

かんでしょう。そして私は、よく懇意にして

いる方もいらっしゃいますから、お話を聞き

ますけれども、やはり患者さんの反応なり地

域に役に立っているという、そういう反応を

仕事を通じて受けとめるということは、本当

にやりがいがあって、疲れがとれるというお

話をされていました。 

 私共も、ぜひ、そういった視点で、勤務医

の先生方と接したいと思いますし、是非そう

いうものに結びつく情報を病院側からも提供

していただきたいと思うんです。医者の定着

というのは、私は地元の市民の皆さん、私共

が働いているお医者さんを信頼して、尊敬を

するというところから始まってくる。そうそ

ういう気がしてならないわけですけれども、

その辺、市長のお考えありましたら、お尋ね

したいと思います。 

● 議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道雄君 紫藤議員のご質問にお答

えいたします。 

 道新等で６０点という、私も自分で高い点

はつけられないという反省点が多いような情

況でございます。 

 私が就任した時に、平成１６年というのは

三位一体改革の前に、財務省が地方財政を切

り込んだ中で、私どもの市では６億位の規模

で、一般財源が削減されていたと。そういう

中で非常に財政的には本当に十分なことが出

来るような状況ではないということで、この

辺りの分もありますし、また病院の統合につ

きましては、これは私本当に反省しているん

ですけれども、統合について、色んな形で私

どもは労災病院にお願いする方だったもので

すから、相手方から情報を公表しないように

という中で、かなりの期間、ある程度内定す

るまで発表できなかった。こういう中で市民

の方のいろんなご意見も聞くことができなか

ったと。この点については、今後このような

ことの無いように反省しているところでござ

います。 

 マニフェストでございますけれども、前回

指摘もありまして、マニフェストを作った分

でございますけれども、今回は、それらを継



- 123 - 

承するという中でやっておりますので、今後

色んな中でマニフェストについては、一部手

直しをしながらお示しをしたいというふうに

考えてございます。 

 食の駅でございますけれども、報道等に、

ああいうような表現になったわけでございま

すけれども、今、こういう財政状況の中で、

大型のそういう公共事業というのは認められ

ないだろうと、その中で、財政状況十分踏ま

えて、市民の方に構想を示す。そして、構想

に対していろんなご意見をいただきながら、

これは慎重に進めてまいりたいと。ただ、い

ずれにしても、私今回食にこだわったまちづ

くりというのを進めるということで、美唄の

農業を再生させるとか、そういう分には、や

はり食にこだわったまちづくりをして、農産

物を加工して付加価値を付けると。このこと

は、まさにまちの生き残り策として、重要な

テーマだと思っておりますので、この１つの

アンテナショップ的なものは検討してござい

ますけれども、全体的にそのハードというの

は、財政状況を十分踏まえた中で、これは、

ソフト重視のものを皆様にお示しして、さら

にいろんな意見を聞きながら、慎重に対応し

てまいりたいと考えてございます。 

 特例債でございますけれども、国は急遽、

赤平、留萌等の病院の救済策として、打ち出

したものでございますけれども、これは借り

ても、７年以内に返済しないといけない訳で

ございます。一時凌ぎという部分でございま

すけれども、しかし今美唄市としましては、

これを借りることに全力を挙げておりますけ

れども、ただ、新しい制度の為条件がいろん

なことを国が言っておりますけれども、これ

は私は絶対条件ではないというふうに考えて

います。これは、いろんな部分で例えば人件

費比率が今私ども市立病院は１００近い。こ

れを６０にするとか、こういうことは私は非

常に厳しいなと思っておりますけれども、し

かし、単年度の収支均衡を図るということが、

大きな目的ですから、この比率の一つに問題

があるからと言って、一切借りられないとい

うものではないと。それから地方を救済する

為の、しかも公立病院を何とか救うための策

でございますので、総務大臣がある箇所で特

例債の他に、公立病院を残すために、何とか

特別交付税等の措置も、今後検討したいとい

うようなことを言っておりますから、やはり

この辺りは強く国に訴えて、美唄市が特例債

を借りられるような、そういうふうな部分で

努力をしてまいりたいと考えてございます。 

 予算の部分でございますけれども、非常事

態宣言という認識等は、私ども持っておりま

すけれども、今財政健全化というものも併せ

てその中で、非常事態宣言もあわせて検討し

てまいりたいと思っております。 

 起債等のことだと思うんですけれども、起

債というのは、申請して３月ぐらいまでに許

可が来ないというようなそういう状況でござ

いまして、特に制度が変わりまして、許可制

になってから、３月までになかなか来ないよ

うな状況でございます。ただこれにつきまし

ては、今私ども予算に組んだ中で、今事業等

も、縮小できるものは縮小しようというよう

なことも考えております。そのため起債等も

変更になる、減額するものもこれから生じて

来ると思いますけれども、ただ、必要な事業

に関しましては、この起債については、申請
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をして借りられるように努力してまいりたい

と考えてございます。 

 中長期的なことで何点かご質問ありました

けれども、南空知ふるさと市長村圏、これは、

内部でも、本当にこの資金の運用、利子運用

が本当に広域的に役立っているのかというこ

ともいろいろ議論しております。今年、私ど

も理事者側では、これをもっと本当に意味の

ある事業にするか。この組合の存続をどうす

るかということも含めて検討しようというこ

とを考えてございます。ただ、これは議会で

ございますので、議長も出席しておりますの

で、いろいろ協議しながらやっていきたいと

思っております。 

 それから農地水環境につきましては、これ

は国の農村における本当の大きな柱でござい

ますので、今の分でどうのこうの言いません

けれども、ただ、いずれにしても、検証して、

この制度の必要があるのかどうか、この辺り

も十分考えていかなければいけないなと。国

も、色んなこと言うものですから、この辺り

は国ともいろいろ協議をして、やるなら意味

のあるものにしてほしいし、そうでなければ、

この制度の見直しをしてほしいと、こんなこ

ともお願いしてまいりたいと思っています。 

 建設事業でございますけれども、一定程度

必要な事業というのは、私、確保するという

ようなことを言っておりますけれども、ただ

こういう状況下で、起債も借入れは制限され

るとか、補助金も減らされるという中で、や

はり言われるように、建物に関してはもう新

設ということではなくて、補修、特に先程あ

ります学校等の耐震構造の問題もありますか

ら、この辺りは、やはり新たなものを作るよ

りも、補修等の修理をする。このような部分

も見直しを図らなければいけないないと思っ

ております。 

 道路につきましては、ちょっと今のところ、

具体的に計画をどのように見直すかはまだ計

画を定めておりません。 

 観光事業ですが、これに関しては私ども毎

年、補助金を減らしております。そういう中

で、もうこんな状況では、もうやってられな

いよというような、相手方からも言われてい

るんですけれども、しかし、これはお金をか

けない中で、何とか知恵を出し合いながら、

お互い努力しましょうといったことで、さら

に補助金の額が見直しできるか。この辺りも

検討してまいりたいと思っております。 

 医師の問題でございますけれども、いま、

何とか計画よりは１名程増えておりますけれ

ども、江別の市立病院から内科の非常勤来て

いただいおります。この方は自治医大という

ことで、本当に地域医療に非常に関心のある

大学でございますから、この方に何とか、さ

らに仲間を連れて来てきてほしいと。それか

ら、固定医になってほしいと。こんなことも

院長からお願いしていることでございます。

また、内部にいらっしゃる先生にも、今非常

勤の方いますけれども、もし固定医になって

いただければというようなこともお願いして

ございますけれども、いずれにしても、今い

るお医者さんを大事にしなければ、新しい医

者の確保が出来ない状況の中で大変なことに

なりますので、まず第一に、いまいるお医者

さん、そして、さらに、江別市立病院等、い

ろんなところから新しいお医者さんが来るよ

うな努力は、これは懸命に続けてまいりたい
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と考えてございます。 

 財政健全化と地域活性化を一体的に進める

ことを、私は一体という表現をしております

けれども、まずは財政の健全化だと思ってお

ります。それから、地域の活性化もあわせて

考えなければ、財政健全化をするという部分

だけを強調しますと、まちの活性化は図れな

いという分でございます。まちの活性化とい

うのは、この辺りは私はお金をかけないでも、

いろんな形でできるという部分で、いま市民

のいろんな協働によるまちづくり等通じて、

民間の力を借りながら、活性化を図っていき

たいということで、第１の課題は、やはり、

財政健全化そして、それに合わせまして地域

の活性化という部分で、私の方は考えてござ

いますので。一体的に進めるという意味が誤

解されるかもしれませんけれども、そういう

中で民間の力とか市民の力も、いろいろお借

りしながら、両建てで全力投球してまいりた

いと、このような意味でございますので、ご

理解願います。 

●議長林 国夫君 13 番、紫藤政則議員。 

●13番紫藤正則議員 一通りご答弁いただき

ました。久々に市長の肉声というのでしょう

か。お聞きすることが出来て有意義だったと

思います。 

 私は、非常に小姑意識と言いましょうか、

悪く悪く考えるというか、そういう癖がある

のかもしれませんが、市長のように未来に輝

くそういった期待感を持っているという、そ

の性格が羨ましくてならないわけなんです。

より深刻な状況があるだろうという押さえで

いつも見ております。合わせて議会が何をや

れるだろうかと。 

 何度も申しますが、体制翼賛議会と言われ

て、議会不要論まで市民の皆さんから出され

た、夕張の市議会、仲間の皆さんいらっしゃ

いますから。酒を酌み交わしながら共に傷を

なめ合うという部分が多いわけです。深刻に

今のまちづくりの状況と議会との関わり、悩

んでおられます。意思機関でありますから、

予算が決まれば決定をした議会というものの

機関としての責任があるわけであります。 

 しかし、執行段階であらゆる国の行政情報、

これを把握されて、タイムリーに市政に生か

すという執行権を持たれるのが市長ご自身で

あります。どうしても意思機関の議会が判断

をする時には、対等で同じ情報量で、そして、

言わば共通一つの土俵で議論をするというこ

とにはならないんです。まさに、限られた制

約下でやるのが私どもなんです。何言ってい

るかわからないものだってあるんですよ。 

 それで、これは、初日も申し上げたことだ

が、一旦予算議決したものを、これをまた執

行段階で変更するというのも、これいかがか

と思います。一方で、款項の議決権というの

は、一体どこにあるんだろうか。だから私が

大幅な見直しをしなさいというのは、一旦決

めたことを、その決めたのは何だったのかと

いうこととイコールなんです。 

 矛盾したこと言っているんです。今までの

ご答弁を聞いていますと、私の指摘を聞いた

ようで聞いてないか、受け入れるようで、受

け入れてないのか、当面、本年度です。本年

度私は指摘をした。本年度何をするんですか

って言ったこと、短期的に何をするんですか

と言ったこと。それで乗り切れるんですか。

乗り切れるのか。最善の努力というのは、臨
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時議会あれば別ですけれど、ひょっとしたら

定例会、これが最後の場面になるかもしれま

せんよ。桜井市長とお会いすること。この後、

９月定例会１日だけやって、新しい市長１０

月からです。市長引き続きなってくるのかも

しれない。任せてくださいと。であれば、こ

の当初、決めた予算。見直せとか必要ないの

かもしれない。見直すんであれば、見直す手

順・手続きが必要でしょう。私どもともそう

でしょう。受益を受ける皆さん方の問題もあ

るでしょうし、直ちにやらなきゃいけないで

しょう。ここはどうご判断されていますか。

あまりそんなに深刻に考えないで結構ですよ

ということなら、そう言ってください。 

 私は予算の編成をし直すと、臨時的経費・

新規事業これらをやり直すぐらいの問題でし

ょうということを申し上げている訳です。財

務規則１３条のことを申し上げたけれども、

お答えになっていなかった。具体的な事業で

恐縮ですけれども、峰延の地域福祉会館、こ

れは特定財源がほぼ１００近く地方債ですね。

１３条の規定でいくと、これ確定しなきゃ執

行しちゃならんのに、もう執行しているよう

な話も聞くんですけれど。ただし書きがある

から、ただし書きで全部救えるのかというの

も、あるかもしれないけれども、やれないじ

ゃないですか。事業。大きな考え方、短期の

取り組みの考え方、財務規則の解釈、その２

点。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 今回の繰上充用の分の１

億２，８００万の部分の見直しに当たりまし

ては、これ今財政当局といろんな詰をこれか

らやらなきゃいけないという、今現在も作業

しておりますけれども、その中で、事業その

ものを全てやめるとかというのではなくて、

事業の縮減等考えている、それからいろんな

部分である程度予算に、流用、入札残とか、

そういったものを含めて、いろんな見直しを

するという部分と、それから１億２，８００

万ぐらいの部分の赤字等が、今後１年で解消

できるか。この期間の問題もあります。 

 いずれにしても、私ども、見直しができる

ような、すべて洗い出すという、そういう作

業をしている部分でございます。その辺りは、

今後、早急に進めさせていただきたいと考え

てございます。 

 起債事業でございますけれども、この起債

事業の取り扱いについては、起債許可予定の

第１次通知が９月であることから、これを待

って執行することは、発注時期、工期等に重

大な影響を及ぼすことから、年度当初の起債

申請時における結果に基づいて、第１３条第

４項の特別規定を適用しているところでござ

います。 

 こういう中で、今回公共事業を私ども相当

減らす中で、起債そのものを減らしている状

況でございますので、この点は、空知支庁な

り道に説明をして、起債の許可に当たっては、

万全を期してまいりたいと考えているところ

でございます。 

●議長林 国夫君 紫藤議員の本件に関する

発言は、すでに３回に及びましたが、会議規

則第５６条のただし書きの規定により、特に

発言を許します。 

 13 番、紫藤政則議員。 

●13 番紫藤政則議員 これが最後です。私、

財務規則 13 条のことを申し上げたのは、今さ
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ら何だというふうに言われるかもしれません

けれど。予算執行の原則なんです。９月云々

内示が云々と言っていたけれども、それ今始

まったことでないでしょう、それ。特別規定

というのやったら、みんな特別規定じゃない

ですか。違う。特別規定というのはこれだけ。

市長が云々というやつ。全部事業発注前に許

可もらってる。それ以外は。 

 その場を何というか、過ぎればいいという

ことで答えるから、私言葉悪いけども、むっ

とするんです。北海道ですよ、冬期積雪寒冷

地帯ですよ。そして、一定収入の見込みがあ

れば、起債の確定といったら、内示の後の許

可でしょう。そんなのを待っていたら年度末

でしょう。やれっこないんだから。だから、

いわば起債が見込めるということを見通した

上で、事業発注しているというのが今までで

しょう。特別だとかという話じゃないでしょ

う。適債事業ほとんどそうやっているんじゃ

ないですか。何故そうやってそういうものの

言い方するんですか。 

 それで何度も申しますが、従来はそうでし

た。予算も通って市民が待望久しいと。こう

なったら早く作りたいと。事故繰越したくな

いと。制度あるんですから、事故繰越も出来

るんです。きちっと財務規制どおり行けば、

最低でも起債の内示まで待って、発注してい

くと。だけれど、抱えている今の財政事情と

いうのは、違うでしょうということを申し上

げているんです。私昨年の年度末、いつか忘

れちゃったけれども、起債がなかなか許可な

らないというお話、随分こぼされていたでし

ょう。違った。家庭であっても、一般の企業

であっても、入るかどうかわからないものを

当てにして、先に金使っちまいますか。そこ

の所の認識が、今さらといった答弁で済むん

ですか。もう少し言い方ないですか。財務規

則直せとか言っているわけでないですから。

今申し上げた点、私の申し上げた点が違うの

なら、違うと言ってください。 

 それから見直すというのが、どこまで見直

すのか、見直すという話ししてみたり、よく

わからんです。市立、大手術するのか。紙代

節約する程度のものなのか。そうなった時に

は、予算の編成替え、ちょうど昭和４５、６

年頃でしたか。三菱が閉山した時に美唄市は、

予算編成に上がったものを再度し直した。こ

れはまさに危機だと。当然、このことについ

ては、市民全体の理解をしながら、庁内の合

意形成をしながらやっていたはずです。これ

はあなた方がこちょこちょっとやれる話では

ないと思うんです。私はそういう大手術が本

年度必要でないだろうかという危機感を持っ

て言っているんだが、いやいや心配ないんで

すかと。執行権の範囲でおやりになれるとい

うことで、心配はないんですかということを

お尋ねしたんだが、それが明確に、家帰って、

家のみんなにしゃべれるような答弁にはなっ

ていなんです。 

 私は見通すというのは非常に難しいと思い

ます。先ほど病院の問題が全てこの健全化の、

公立病院特例債の借入れについても、単に短

期資金を長期に振り替えるだけだから。財政

構造上の問題だとか、これについては変わっ

てないわけだ。しかし乗り切るためには、こ

れしか無いと。表面に見える数値目標につい

ては、これはクリアできそうもないと。しか

し、市長はその数値目標だけが全てでないと
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いうことをお話して、いわば自信をみせられ

た。いろいろ取り組むという課題についても、

入札差金をどうするなんて当たり前のことで

す。入札差金今まで使っていたなら別だろう

けれども、当たり前のことしか書いてないで

しょう。これ何かあるんですか。 

 大手術必要なしというご判断に立っている

か。それと特定財源をしっかり確保した上で、

見通した上で事業を執行していくという私の

主張です。ここについて、再度お尋ねして発

言を終わりたいと思います。ご答弁お願いし

ます。 

●議長林 国夫君 市長。 

●市長桜井道夫君 紫藤議員のご質問にお答

えします。 

 赤字の分というのは、一般財源でございま

す。この一般財源の１億２，８００万、非常

に多額な金額でございます。これについては、

私ども本当に危機を持ちながら、これから手

術の程度がどのようになるか。さまざま経費

の見直し等図りますけれども、その中で今予

算の組み替え、私そこまでは想定していなか

ったものですから、昭和５６年の時の赤字に

なった時に、私は財政の一員でいましたから、

その時の手法の中で、１年というか、何年に

するか、その辺りも含めて検討しようという

ふうな部分でありましたので、そこまでは考

えていなかったところでございますけれども、

いずれにしても本当に財政状況厳しい状況で

ございますので、これから様々な健全化の取

り組みを行いながら、健全計画を作ってまい

りたいと考えております。 

 その中で、事業の一部停止とかいろんな部

分も当然考えていかなきゃいけないんですけ

れども、起債事業に関しては、私どもその財

務規則はもとより、いろいろ当初から事業は

予算化したものをやっていって、起債を借り

ると。９月以降に事業を実施しても、これは

その年のものになりませんので、私どもは春

先から取り組んでいる状況でございますけれ

ども。いずれにしても厳しい部分は十分承知

しておりますので、全体的な中で公共事業の

一部を、これの取りやめ等も、これは事業そ

のものを全てやめるとかじゃなくて、一部の

見直し等はやっていかなきゃいけないと思っ

てございます。 

 去年、３月末まで起債が一切許可にならな

かったというのは、道が病院の再編計画、病

院をどうするんだと、統合の後どうするんだ

と。いってみれば再編策を出さなければ、起

債を許可しないという、そういう条件にいろ

いろ使われたというか、そういう中でぎりぎ

りまで来たというような、特殊なケースでご

ざいますので、今後は、９月の内示等、今後

そのあとにも第２次の許可等も来ると思いま

すから、その状況も踏まえながら、事業の執

行にあたっては留意してまいりたいと考えて

ございます。 

 

●議長林 国夫君 以上で一般質問を終わり

ます。 

 これをもって、本日の日程は全部終了いた

しました。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

 

午後 ３時４５分 散会 


